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1. 評価方法 

第１ベントフィルタ格納槽は，常設耐震重大事故等対処設備である第１ベントフィル

タスクラバ容器等を間接支持しており，支持機能が要求される。また，一部の部材は，

遮蔽機能が要求される第１ベントフィルタ格納槽遮蔽又は配管遮蔽である。 

第１ベントフィルタ格納槽については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

ている構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，第１ベントフィルタ格納槽が基準地

震動Ｓｓに対して十分な構造強度，支持機能及び遮蔽機能を有していることを確認す

る。 

第１ベントフィルタ格納槽に要求される機能維持の確認においては，構造部材の健全

性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有することを確認

し，これにより常設耐震重大事故等対処設備を支持する機能を有することを確認する。

さらに，部材が終局範囲に留まることを確認することで，遮蔽機能を有することを確認

する。 

 

2. 評価条件 

2.1 適用規格 

第１ベントフィルタ格納槽の耐震評価にあたっては，コンクリート標準示方書［構

造性能照査編］（土木学会 2002 年制定）（以下「コンクリート標準示方書 2002」と

いう。），原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（社団法人 日本

電気協会 電気技術基準調査委員会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。）を

適用するが，鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊の許容限界の一部

については，原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル

（2005 年 6 月 土木学会 原子力土木委員会）（以下「土木学会マニュアル 2005」と

いう。）及びコンクリート標準示方書 2002 を適用する。また，基礎地盤の支持性能の

許容限界については，コンクリート標準示方書 2002 を適用する。 

表 2－1 及び表 2－2 に適用する規格，基準類を示す。 
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表 2－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準値 備考 確認項目 

使用材料及

び材料定数 

コンクリート標準示方

書 2002 

鉄筋コンクリートの材料諸元

（γ，Ｅ，ν） 
 

コンクリ－ト標準示方

書［設計編］（土木学

会，2017 年制定） 

コンクリートの材料定数（材

料非線形解析によるせん断耐

力の算定） 

 

荷重及び荷

重の組合せ 

コンクリート標準示方

書 2002 

永久荷重，偶発荷重等の適切

な組み合わせを検討 
 

許容限界 

土木学会マニュアル

2005 

曲げ・軸力系の破壊に対する

照査は，発生ひずみが限界ひ

ずみ（圧縮縁コンクリートひ

ずみ 1.0％）以下であること

を確認 

又は，限界層間変形角を設定

した上で，発生層間変形角が

限界層間変形角を下回ること

を確認 

せん断破壊に対する照査は，

発生せん断力がせん断耐力を

下回ることを確認 

構造強度を有す

ること 

コンクリート標準示方

書 2002 

曲げ・軸力系の破壊に対する

照査において，発生曲げモー

メントが終局曲げモーメント

を下回ることを確認 

又は，発生ひずみが限界ひず

み（3500μ）を下回ることを

確認 

遮蔽機能を有す

ること 

コンクリート標準示方

書 2002 

ＭＭＲの支持性能に対する照

査は，ＭＭＲに発生する応力

がコンクリートの支圧強度を

下回ることを確認 
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表 2－2 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準値 備考 確認項目 

許容限界 

道路橋示方書・同解説

（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構

造編）（日本道路協会

平成 14 年 3 月） 

基礎地盤の支持性能に対する

照査は，基礎地盤に発生する

応力が極限支持力度を下回る

ことを確認 

 

地震応答解

析 

ＪＥＡＧ４６０１-

1987 

有限要素法による二次元モデ

ルを用いた時刻歴非線形解析 
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2.2 構造概要 

第１ベントフィルタ格納槽の位置図を図 2－1 に，平面図を図 2－2～図 2－4 に，断

面図を図 2－5～図 2－10 に，概略配筋図を図 2－11～図 2－13 に，安全対策工事に伴う

掘削範囲図を図 2－14 に評価対象断面図を図 2－15～図 2－17 を示す。 

第１ベントフィルタ格納槽は，幅 24.6m（東西方向）×13.4m（南北方向），高さ約

18.7m の中壁，中床版を有する鉄筋コンクリート造の地中（一部地上部及び原子炉建物

との接続部を含む）構造物であり，マンメイドロック（以下「ＭＭＲ」という。）を

介して十分な支持性能を有するＣＭ級又はＣＨ級岩盤に設置されている。 
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図 2－1 第１ベントフィルタ格納槽 位置図 
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図 2－2 第１ベントフィルタ格納槽 平面図（EL 3.00m） 

図 2－3 第１ベントフィルタ格納槽 平面図（EL 9.00m） 

（単位:mm） 
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図 2－4 第１ベントフィルタ格納槽 平面図（EL 16.00m） 

 

  

図 2－5 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

10



8 

 

図 2－6 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 2－7 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－8 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

 

 

図 2－9 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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10 

 

図 2－10 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｆ－Ｆ断面） 

  

（単位:mm） 
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図 2－11 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

  

（単位:mm） 
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図 2－12 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 2－13 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 2－14 安全対策工事に伴う掘削範囲図 
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14 

 

 

（岩級図） 

 

 

 

 

 

（速度層図） 

図 2－15 第１ベントフィルタ格納槽 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面位置）  
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（岩級図） 

 

 

 

 

 

（速度層図） 

図 2－16 第１ベントフィルタ格納槽 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面位置）  
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（岩級図） 

 

 

 

 

 

（速度層図） 

図 2－17 第１ベントフィルタ格納槽 評価対象断面図（Ｃ－Ｃ断面位置）  
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2.3 評価対象断面の方向 

長辺方向（東西方向）に加振した場合は，加振方向に直交する方向の構造物の長さ

に対する加振方向と平行に設置される妻壁同士の離隔が小さく強軸方向となるが，短

辺方向（南北方向）に加振した場合は，耐震要素として機能する妻壁同士の離隔が大

きく弱軸方向となる。 

以上より，弱軸断面となる短辺方向（南北方向）から評価対象断面を選定する。た

だし，短辺方向（南北方向）において評価対象外となっている長辺方向（東西方向）

の部材を評価するために，長辺方向（東西方向）からも評価対象断面を選定する。 
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2.4 評価対象断面の選定 

「2.3 評価対象断面の方向」に示すとおり，評価対象断面は，加振方向に平行な部

材全体を耐震設計上見込むことが出来ず，弱軸方向となる短辺方向から選定する。銀

ゼオライト容器エリアにおいてはＢ－Ｂ断面を選定し，スクラバ容器エリアについて

は代表的な断面であるＡ－Ａ断面を選定する。なお，Ａ－Ａ断面はＥ－Ｅ断面と比較

して妻壁からの離隔が大きく保守的な断面となる。 

長辺方向についてはＦ－Ｆ断面と比較して，妻壁間の離隔が大きいＣ－Ｃ断面を選

定し，短辺方向で評価できない部材についても，耐震安全性を網羅的に確認する。 

Ｄ－Ｄ断面については，周囲全周を埋戻コンクリートで囲まれていることに加え，

他の断面と比較して部材厚に対する内空は小さいが，配筋は同等であるため，評価対

象断面として選定しない。評価対象断面として選定した断面図を図 2－18～図 2－20 に

示す。 

 

 

：遮蔽壁又は遮蔽床 

（第１ベントフィルタ格納槽遮蔽） 

図 2－18 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面）  

（単位:mm） 
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：遮蔽壁又は遮蔽床 

（第１ベントフィルタ格納槽遮蔽） 

図 2－19 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

：遮蔽壁又は遮蔽床 

（第１ベントフィルタ格納槽遮蔽） 

図 2－20 第１ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面）  

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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2.5 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 2－3 に，材料の物性値を表 2－4 に示す。 

 

表 2－3 使用材料 

材料 仕様 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 

コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

埋戻コンクリート 
設計基準強度 18.0N/mm2 

ＭＭＲ 

 

表 2－4 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート） 
2.50×104 24.0*1 

0.2 
埋戻コンクリート 

2.20×104 22.6*2 
ＭＭＲ 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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2.6 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物

性値を用いる。地盤の物性値を表 2－5～表 2－7 に示す。 

 

表 2－5 地盤の解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

 

表 2－6 地盤の解析用物性値（埋戻土） 

 
解析用物性値 

埋戻土 

物理特性 密度      ρｓ（g/cm3） 2.11 

強度特性 
初期せん断強度 τ0（N/mm2） 0.22 

内部摩擦角   φ（°） 22 

動的変形特性 
初期せん断弾性係数Ｇ0（N/mm2） 

Ｇ0=749σ0.66（N/mm2） 

Ｇ/Ｇ0=1/(1+γ/0.00027) 

動ポアソン比  νｄ 0.45 

減衰特性 減衰定数    ｈ h=0.0958×(1-Ｇ/Ｇ0)0.85 

  

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

１層 250  800 20.6 0.446 1.31   3 

２層 900 2100 23.0 0.388 19.0    3 

３層 1600 3600 24.5 0.377 64.0    3 

４層 1950 4000 24.5 0.344 95.1    3 

５層 2000 4050 26.0 0.339 105.9    3 

６層* 2350 4950 27.9 0.355 157.9    3 
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表 2－7 地盤の有効応力解析における解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

物理特性 

密度 ρ (g/cm3) 2.11 

間隙率 ｎ  0.45 

変形特性 

動せん断弾性係数 Ｇｍａ
＊

 (kN/m2) 157,000 

基準平均有効拘束圧 ρｍａ
’＊ (kN/m2) 98.0 

ポアソン比 ν  0.33 

減衰定数の上限値 ｈｍａｘ  0.095 

強度特性 

粘着力 ｃ’ (N/mm2) 0.00 

内部摩擦角 φ’ (°) 40.06 

液状化特性 

変相角 φｐ (°) 28.0 

液状化パラメータ 

Ｓ1 0.005 

ｗ1 4.165 

Ｐ1 0.005 

Ｐ2 0.990 

Ｃ1 2.007 

注記＊：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代表的数値を

示す。 
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2.7 評価構造物諸元 

第１ベントフィルタ格納槽の諸元を表 2－8～表 2－10 に評価部位を図 2－21～図 2－

23 に示す。 

 

表 2－8 評価部位とその仕様(Ａ－Ａ断面) 

部位 

仕様 材料 

要求機能 部材幅 

（mm） 

部材厚 

（mm） 

コンクリート 

f’ck（N/mm2） 
鉄筋 

頂版 １ 2700 1700 24.0 SD345 
支持機能 

遮蔽機能 
床版 ２ ４ 2700 1700 24.0 SD345 

頂版 ３ 5600 1700 24.0 SD345 

底版 
５ 2700 2000 24.0 SD345 

支持機能 
６ 5600 2000 24.0 SD345 

側壁 

７ 10 3000 1700 24.0 SD345 

支持機能 

遮蔽機能 

８ 4200 1700 24.0 SD345 

９ 4400 1700 24.0 SD345 

隔壁 
11 4200 1700 24.0 SD345 

12 4400 1700 24.0 SD345 

側壁 13 10300 1700 24.0 SD345 

 

図 2－21 評価部位位置図 
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表 2－9 評価部位とその仕様評価部位とその仕様(Ｂ－Ｂ断面) 

部位 

仕様 材料 

要求機能 部材幅 

（mm） 

部材厚 

（mm） 

コンクリート 

f’ck（N/mm2） 
鉄筋 

頂版 １ 10000 1700 24.0 SD345 
支持機能 

遮蔽機能 床版 
２ ３ 

1000 1700 24.0 SD345 
４ ５ 

底版 
６ ７ 

1000 2000 24.0 SD345 支持機能 
８ ９ 

側壁 

10 4200 1700 24.0 SD345 

支持機能 

遮蔽機能 

11 4400 1700 24.0 SD345 

12 5400 1700 24.0 SD345 

13 3200 1700 24.0 SD345 

隔壁 

14 4400 1700 24.0 SD345 

15 3200 2600 24.0 SD345 

16 3200 1700 24.0 SD345 

 

図 2－22 評価部位位置図 
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表 2－10 評価部位とその仕様(Ｃ－Ｃ断面) 

部位 

仕様 材料 

要求機能 部材幅 

（mm） 

部材厚 

（mm） 

コンクリート 

f’ck（N/mm2） 
鉄筋 

頂版 １ 5200 900 24.0 SD345 支持機能 

床版 ２ 5200 2000 24.0 SD345 
支持機能 

遮蔽機能 
頂版 ３ 16300 1700 24.0 SD345 

床版 ４ 3700 1700 24.0 SD345 

底版 
５ 15800 2000 24.0 SD345 

支持機能 ６ 3700 2000 24.0 SD345 

側壁 
７ ９ 2400 900 24.0 SD345 

８ 10300 1700 24.0 SD345 

支持機能 

遮蔽機能 

隔壁 10 3200 1700 24.0 SD345 

側壁 
11 5400 1700 24.0 SD345 

12 3200 1700 24.0 SD345 

 

図 2－23 評価部位位置図 

  

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面において評価を実施する部材 
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2.8 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。ま

た，地下水位低下設備が機能していないものとして，保守的に設定する。設計地下水

位の一覧を表 2－11 に示す。 

 

表 2－11 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

第１ベントフィルタ格納槽 

Ａ－Ａ断面 

15.0 Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 
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2.9 耐震評価フロー 

第１ベントフィルタ格納槽の耐震評価フローを図 2－24 に示す。弱軸方向断面であ

るＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面については，地震応答解析における応答値を用いたはり

要素の評価を実施する。一方で強軸方向断面であるＣ－Ｃ断面については，「補足

026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」に基づき，短辺方向の評価

に含まれない水平部材及び鉛直部材に対してそれぞれで代表部材を選定し，妻壁によ

る拘束効果を固定境界として考慮した４辺固定版による評価を実施する。 
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図 2－24 第１ベントフィルタ格納槽の耐震評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

地震応答解析 

（２次元有限要素法解析） 

構造部材の応答値算定＊ 

構造部材の健全性評価＊ 

評価終了 

基礎地盤に生じる接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 基準地震動Ｓｓ 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

許容限界の設定 

入力地震動 

注記＊：Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面に

ついてははり要素に対する評

価を，Ｃ－Ｃ断面については

４辺固定版に対する評価を実

施する。 
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3. 地震応答解析 

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる二次元有限要素法により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととし，解析手法については，図 3－1 に示す解析

手法の選定フローに基づき選定する。 

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面は，施設周辺の設計地下水位が底版より高いが，施設周

辺に地下水位以深の液状化対象層より高いが，北側は原子炉建物，南側は安全対策工

事に伴う掘削箇所と接しているため，解析手法の選定フローに基づき「②全応力解

析」を選定する。 

Ｃ－Ｃ断面については，設計地下水位以深の液状化対象層が施設と接するため解析

手法のフローに基づき「⑤有効応力解析」を選定する。 

構造部材の非線形特性については，全応力解析においてはファイバーモデルで考慮

し，有効応力解析においては鉄筋コンクリートのＭ－φ関係を適切にモデル化する。 

なお，4 辺固定版の荷重抽出においては，土圧を保守的に算定する観点から構造物を

線形はり要素でモデル化し，妻壁を等価な重量及び剛性とした平面応力要素で考慮す

る。また，地盤については，平面ひずみ要素でモデル化することとし，岩盤は線形で

モデル化する。埋戻土については，地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようマル

チスプリングモデルを用いることとし，ばね特性は双曲線モデル（修正 GHE モデル）

を用いて非線形性を考慮する。なお，ＭＭＲ及び埋戻コンクリートについては線形の

平面ひずみ要素でモデル化する。 

地震応答解析の解析コードについては，全応力解析では「ＴＤＡＰⅢ」，有効応力

解析では「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要

については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

地震応答解析手法の選定フローを図 3－2 に示す。 
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図 3－1 解析手法の選定フロー 

  

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に設計地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES（③） 

有効応力解析 

NO（②） 

全応力解析 

NO（①） 

全応力解析 

NO 

Ａ－Ａ断面 

Ｂ－Ｂ断面 

有効応力解析 

YES（⑤） 

NO（④） 
 

設計地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 

Ｃ－Ｃ断面 
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注記＊：4 辺固定版による評価を実施する場合は線形はり要素でモデル化する 

図 3－2 地震応答解析手法の選定フロー 

 

  

【解析手法①】 

【構造モデル】 

ＳＴＡＲＴ 

質点系解析 ２次元有限要素解析 

【解析手法②】 

線形解析 等価線形解析 

はり要素 

（線形モデル） 

【地盤モデル】 

双曲線モデル 

（修正 GHE モデル，H-D モデル） 

指数関数モデル 

（修正 R-O モデル） 

非線形解析 

はり要素 

（Ｍ－φモデル） 

はり要素 

（ファイバーモデル） 

〇屋外重要土木構造物と地盤の動的 

 相互作用を考慮できる連成系の 

 地震応答解析手法を用いること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地震応答解析手法は，線形，等価 

 線形，非線形のいずれかによること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地盤の地震時における非線形性を 

 考慮する 

〇非線形はり要素でモデル化する＊ 

〇地盤の応力－ひずみ関係を 

 モデル化する 
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を

及ぼさないよう，十分広い領域とする。ＪＥＡＧ４６０１-1987 を参考に，図 3－

3 に示すとおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の

1.5 倍～2 倍以上とする。 

第１ベントフィルタ格納槽の解析モデル領域については，北側に原子炉建物が

隣接しているため，上記の考え方に加えて，隣接構造物外側の地盤応答を適切に

表現できる範囲までモデル化領域を拡大して設定する。 

なお，解析モデルの境界条件は，側面及び底面ともに粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の 5 分の 1 程度を考慮し，要素高さを 1m 程度まで細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，土木学会マニュアル 2005 に従い，要素長さを部

材の断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

 

 

図 3－3 モデル化範囲の考え方 

  

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2 倍以上 
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有効応力解析において，二次元地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその

周辺地盤をモデル化した不整形地盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤

をモデル化した自由地盤で構成される。この自由地盤は，不整形地盤の左右端と

同じ地質構成を有する一次元地盤モデルである。二次元地震応答解析における自

由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応答解析までのフローを図 3－4 に示

す。 

 

 

図 3－4 自由地盤の常時応力解析から不整形地盤（二次元有限要素法） 

地震応答解析までのフロー（有効応力解析） 
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3.2.2 境界条件 

(1) 固有値解析時 

固有値解析を実施する際の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動

特性に影響を与えないよう設定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓

越変形モードを把握するために固定とし，側方境界はフリーとする。境界条件の

概念図を図 3－5 に示す。 

 

 

図 3－5 固有値解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(2) 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常

時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定と

し，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーと

する。境界条件の概念図を図 3－6 に示す。 

 

図 3－6 常時応力解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(3) 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模

擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波が

モデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポ

ットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤

側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自由地盤の側

方にダッシュポットを設定する。 

境界条件の概念図を図 3－7 に示す。 

 

 

図 3－7 地震応答解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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3.2.3 構造物のモデル化 

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面については，構造物を非線形はり要素及び平面応力

要素でモデル化する。 

Ｃ－Ｃ断面については，構造物を線形はり要素でモデル化し，妻壁を等価な重

量及び剛性とした平面応力要素で考慮する。等価重量及び等価弾性係数の算定方

法は以下に示すとおりである。 

また，機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

 

Ｅ＝ＥＣ×α，Ｗ＝ＷＣ×α 

 ここに， 

  Ｅ：妻壁の等価弾性係数 

  ＥＣ：コンクリートの弾性係数 

  Ｗ：妻壁の等価重量 

  ＷＣ：鉄筋コンクリートの重量 

α：構造物の奥行長さに対する妻壁の厚さの比率（Ｌｅ／Ｌ） 

Ｌｅ：妻壁の厚さ（複数の妻壁を有する場合はその和） 

Ｌ：構造物の奥行長さ 
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3.2.4 隣接構造物のモデル化 

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となる原子炉

建物は，等価剛性として線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

原子炉建物は「Ⅵ-2-2-2 原子炉建物の地震応答計算書」における多質点系モデ

ル（多軸床剛多質点系モデル（水平）及び多軸多質点系モデル（鉛直））を基に

図 3－8 に示す手順で有限要素モデルを作成する。まず，多質点系モデルのフロア

毎に重量を，層毎に剛性を集約し，多質点系モデルと振動的に等価な単軸モデル

（水平，鉛直）を作成し，１次モードの固有周期が同等となるよう単軸モデルの

せん断断面積及び断面２次モーメントを補正する。その後，図 3－9 に示す関係式

を用いて，単軸モデルの水平剛性ＫＨ，鉛直剛性ＫＶ及び曲げ剛性Ｋφを有限要素モ

デルのせん断剛性Ｇ，ポアソン比ν及びばね定数ｋｓに変換し，単軸モデルと有限

要素モデルが振動的に等価となるよう一致させる。なお，重量については，各節

点の分担長に応じて層毎に設定する。 

原子炉建物の有限要素モデルを図 3－10 に，有限要素モデルの平面ひずみ要素

の物性値を表 3－1 に，１次モードの固有周期の調整結果を表 3－2 に示す。 

 

 

図 3－8 原子炉建物の有限要素モデル作成の考え方 
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図 3－9 質点系モデルから有限要素モデルへのモデル化概要 

（原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価技術＜技術資料＞ 

（土木学会，原子力土木委員会，2009 年 2 月）より抜粋） 
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図 3－10 原子炉建物 有限要素モデル図 

 

表 3－1 原子炉建物（平面ひずみ要素）の物性値 

物性 

番号 

せん断弾性係数Ｇ 

(kN/m2) 

ヤング係数Ｅ 

(kN/m2) 
ポアソン比ν 

ばね係数ｋｓ 

(kN/m/m) 

① 1.648×105 4.579×105 0.38903 － 

② 2.273×105 6.288×105 0.38307 1.858×105 

③ 5.324×105 1.452×106 0.36391 1.590×105 

④ 6.237×105 1.730×106 0.38718 1.603×105 

⑤ 7.683×105 2.065×106 0.34391 1.763×106 

⑥ 9.448×105 2.507×106 0.32679 1.667×106 

⑦ 9.805×105 2.650×106 0.35126 4.177×106 

⑧ 1.140×106 3.069×106 0.34589 2.296×106 

⑨ 9.571×106 2.143×107 0.11973 1.177×105 
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表 3－2 固有周期（１次モード）の調整結果 

 有限要素モデル 
多質点系モデル 

（地盤ばねなし） 

水平方向 0.1980 0.1980 

鉛直方向 0.0882 0.0882 

 

Ｃ－Ｃ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となる低圧原子炉代替注水ポ

ンプ格納槽については，耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するため

に用いる応答値を抽出する必要があることから，非線形はり要素及び平面応力要

素でモデル化する。また，ノンクラスの構造物である補助消火水槽は，保守的に

埋戻土でモデル化する。埋戻土は，地盤の非線形性をマルチスプリング要素で考

慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

 

3.2.5 地盤，埋戻コンクリート及びＭＭＲのモデル化 

岩盤，埋戻コンクリート及びＭＭＲは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。

埋戻土は，地盤の非線形性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素で

モデル化する。Ａ－Ａ断面の安全対策工事に伴う掘削箇所直下のＭＭＲは保守的

に埋戻土でモデル化する。 

安全対策工事に伴う掘削箇所南側及び東側の埋戻土については，追加対策（改

良地盤及び埋戻コンクリート）を実施し，安定性評価を行っていることから，本

検討においては掘削箇所と地盤の境界部に剛梁を設定することにより掘削形状を

維持するようモデル化する。なお，改良地盤を含めた斜面の安定性の評価につい

ては，「補足-023-17 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価について」及び「補足

-020 可搬型重大事故等対処施設の保管場所及びアクセスルートに係る補足説明

資料」に記載する。改良地盤を設置したことによる第１ベントフィルタ格納槽へ

の影響は，参考資料３に示すとおり軽微であるため，モデル化しない。 

剛梁については十分な剛性を模擬するため，鉄筋コンクリート構造物の断面二

次モーメント及び断面積を 100 倍とした物性値とする（単位体積重量はゼロとす

る）。 

地盤のモデル化に用いる，地質断面図を図 3－11～図 3－13 に示す。 
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図 3－11 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面位置） 

 

 

 

 

図 3－12 評価対象地質断面図（Ｂ－Ｂ断面位置）  
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図 3－13 評価対象地質断面図（Ｃ－Ｃ断面位置） 
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3.2.6 地震応答解析モデル 

評価対象地質断面図を踏まえて設定した地震応答解析モデル図を図 3－14～図 3

－16 に示す。 

 

 

（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－14 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面）  
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－15 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面）  
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－16 地震応答解析モデル図（Ｃ－Ｃ断面） 
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3.2.7 ジョイント要素の設定 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤

と構造物の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接

合面におけるせん断強度以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。粘着力с及び内部

摩擦角φは周辺地盤のс，φとし，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に基づき表 3－3 のとおりとする。また，要素間の粘着力с及び内部摩擦角φは表

3－4 のとおり設定する。 

τf＝ｃ＋σtanφ 

ここに， τf：せん断強度 

ｃ：粘着力（＝初期せん断強度τ０） 

φ：内部摩擦角 

 

表 3－3 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 
内部摩擦角φ

（°） 
備考 

岩盤（ＣＨ級） 1.62 53 Ｂ－Ｂ断面 

岩盤（ＣＭ級） 1.23 52 
Ａ－Ａ断面 

Ｃ－Ｃ断面 

埋戻コンクリート・ＭＭＲ 

（ｆ’ｃｋ＝18.0N/mm2） 
3.58 40  
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表 3－4 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

構造物 

無筋コンクリート＊1 材料２のｃ 材料２のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 

無筋コンクリート＊1 

無筋コンクリート＊1 
設計基準強度が

小さい材料のｃ 

設計基準強度が

小さい材料のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 －＊2 －＊2 

注記＊1：ＭＭＲ，置換コンクリート及び埋戻コンクリートの総称 

＊2：表面を露出させて打継処理が可能である箇所については，ジョイント要素を 

設定しない。 

 

ジョイント要素のばね定数は，土木学会マニュアル 2005 を参考に，数値計算

上，不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設

定する。表 3－5 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3－17 に，ジョイント要素の配置を図 3－

18～図 3－20 に示す。 

 

表 3－5 ジョイント要素のばね定数 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

図 3－17 ジョイント要素の力学特性  
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－18 ジョイント要素の配置（Ａ－Ａ断面） 
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－19 ジョイント要素の配置（Ｂ－Ｂ断面） 
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 3－20 ジョイント要素の配置（Ｃ－Ｃ断面） 
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3.2.8 材料特性の設定 

全応力解析における鉄筋コンクリート部材は，ファイバーモデルによる非線形

はり要素でモデル化する。ファイバーモデルは，はり要素の断面を層状に分割し

各層に材料の非線形特性を考慮する材料非線形モデルであり（図 3－21 参照），

図 3－22 に示すコンクリートの応力－ひずみ関係を考慮する。 

有効応力解析における鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素でモデル化す

ることとし，図 3－23 に示すＭ－φ関係のトリリニアモデルとする。履歴特性

は，図 3－24 に示すとおり修正武田モデルを適用し，図 3－25 に示すコンクリー

トの応力－ひずみ関係を考慮する。 

また，図 3－26 に鉄筋の応力－ひずみ関係を示す。 

 

 

図 3－21 ファイバーモデルの概念図 

 

 

（コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定）より引用） 

図 3－22 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 
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（土木学会マニュアル 2005 より引用） 

図 3－23 鉄筋コンクリート部材のＭ－φ関係 

 

 

（道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2002 年）より引用） 

図 3－24 鉄筋コンクリート部材の履歴特性（修正武田モデル） 

 

 

（コンクリート標準示方書 2002 より引用） 

図 3－25 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 
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（コンクリート標準示方書 2002 より引用） 

図 3－26 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.3 減衰定数 

減衰定数は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全性評価について」の

「9. 地震応答解析における減衰定数」に基づき，粘性減衰及び履歴減衰で考慮す

る。 

固有値解析にて求められる解析モデル全体の固有周期と各材料の減衰比に基づき，

質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰を

解析モデル全体に与える。Rayleigh 減衰の設定フローを図 3－27 に示す。 

 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 
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図 3－27 Rayleigh 減衰の設定フロー 

  

固有値解析 

・埋戻土の減衰定数       ：0％ 

・岩盤の減衰定数        ：3.0％ 

・無筋コンクリートの減衰定数  ：3.0％ 

・構造物（線形）の減衰定数   ：5.0％ 

・構造物（非線形）の減衰定数  ：2.0％ 

・ωi：ｉ次モードにおける固有円振動数（ωi＝2πfi） 

・  hi ：ｉ次モードにおける減衰定数 

・Rayleigh 減衰における係数 α，β 

α＝
2ω1ω2（h1ω2－h2ω1）

ω2
2-ω1

2 ，β＝
2（h2ω2－h1ω1）

ω2
2-ω1

2  

＊添字の 1 次及び 2 次のモードは固有値解析にて求める。 

・Rayleigh 減衰 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 
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3.3.1 全応力解析で設定する Rayleigh 減衰 

全応力解析における Rayleigh 減衰の係数α，βは，低次のモードの変形が支配

的となる地中埋設構造物に対して，その特定の振動モードの影響が大きいことを

考慮して，固有値解析結果より得られる卓越するモードの減衰と Rayleigh 減衰が

一致するように設定する。なお，卓越するモードは全体系の固有値解析における

刺激係数及びモード図にて決定するが係数α，βが負値となる場合は，当該モー

ドを選定しない。 

 

ｈi＝α／２ωi＋βωi／２ 

ｈi：固有値解析により求められた i 次モードの減衰定数 

ωi：固有値解析により求められた i 次モードの固有円振動数 

 

固有値解析結果の一覧を表 3－6～表 3－8 に，固有値解析におけるモード図を図

3－28～図 3－31 に，係数α，βを表 3－9 に，固有値解析結果に基づき設定した

Rayleigh 減衰を図 3－34～図 3－36 に示す。 

 

表 3－6 固有値解析結果（Ａ－Ａ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Ｔ
ｘ
 Ｔ

ｙ
 βｘ βｙ 

1 2.194 16 0  5.50 -0.67 1 次として採用 

2 2.902 53 0 -6.33 -0.25  

3 4.095 0 5 -0.04 -2.68  

4 4.592 0 5 -0.19 -2.98  

5 4.663 0 1 -0.39 -0.68  

6 4.819 5 0 -3.53 -0.09 2 次として採用 

7 5.319 1 1 -2.86  2.59  

8 5.465 2 16 -1.97 -6.82  

9 5.920 2 9 -1.79  3.41  

10 6.157 0 1  0.43 -1.60  
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表 3－7 固有値解析結果（Ｂ－Ｂ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Ｔ
ｘ
 Ｔ

ｙ
 βｘ βｙ 

1 2.386 31 0  6.99 -0.56 1 次として採用 

2 2.936 36 0 -7.18 -0.50  

3 3.714 3 2  2.97 -2.23  

4 4.424 0 3 -0.71 -1.76  

5 4.986 4 13 -1.64 -2.86  

6 5.102 2 1  1.96 -1.20 2 次として採用 

7 5.510 2 7  2.01 -4.54  

8 5.815 0 15 -0.52  5.24  

9 5.937 3 1 -1.89  0.95  

10 6.152 1 2  0.85  1.01  

 

表 3－8 固有値解析結果（Ｃ－Ｃ断面） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Ｔ
ｘ
 Ｔ

ｙ
 βｘ βｙ 

1 5.180 17 0  2.97 -0.10 1 次として採用 

2 5.566 10 0 -2.22 -0.35  

3 6.274 1 1  2.03 -0.93  

4 6.614 1 0  0.31 -0.24  

5 7.833 16 0 -2.70 -0.02  

6 7.894 1 2 -0.54 -0.94  

7 8.428 13 0 -2.29  0.04  

8 8.800 3 0 -1.63 -0.17  

9 9.165 1 1 -0.56  0.63  

10 9.664 2 0 -1.10  0.06 2 次として採用 
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１次モード（f1=2.194Hz） 

（刺激係数βx：5.499） 

２次モード（f2=2.902Hz） 

（刺激係数βx：-6.334） 

 

 

 

 

 

 

３次モード（f3=4.095Hz） 

（刺激係数βx：-0.045） 

４次モード（f4=4.592Hz） 

（刺激係数βx：-0.189） 

 

 

 

 

 

 

５次モード（f5=4.663Hz） 

（刺激係数βx：-0.389） 

６次モード（f6=4.819Hz） 

（刺激係数βx：-3.527） 

図 3－28 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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７次モード（f7=5.319Hz） 

（刺激係数βx：-2.859） 

８次モード（f8=5.465Hz） 

（刺激係数βx：-1.973） 

  

９次モード（f9=5.920Hz） 

（刺激係数βx：-1.792） 

１０次モード（f10=6.157Hz） 

（刺激係数βx：0.428） 

図 3－29 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面） 
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１次モード（f1=2.386Hz） 

（刺激係数βx：6.993） 

２次モード（f2=2.936Hz） 

（刺激係数βx：-7.176） 

 

 

 

 

 

 

３次モード（f3=3.714Hz） 

（刺激係数βx：2.974） 

４次モード（f4=4.424Hz） 

（刺激係数βx：-0.711） 

 

 

 

 

 

 

５次モード（f5=4.986Hz） 

（刺激係数βx：-1.635） 

６次モード（f6=5.102Hz） 

（刺激係数βx：1.959） 

図 3－30 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面） 
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７次モード（f7=5.510Hz） 

（刺激係数βx：2.011） 

８次モード（f8=5.815Hz） 

（刺激係数βx：-0.521） 

 
 

 
 

９次モード（f9=5.937Hz） 

（刺激係数βx：-1.894） 

１０次モード（f10=6.152Hz） 

（刺激係数βx：0.848） 

図 3－31 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面） 
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１次モード（f1=5.180Hz） 

（刺激係数βx：2.970） 

２次モード（f2=5.566Hz） 

（刺激係数βx：-2.223） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３次モード（f3=6.274Hz） 

（刺激係数βx：2.027） 

４次モード（f4=6.614Hz） 

（刺激係数βx：0.309） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５次モード（f5=7.833Hz） 

（刺激係数βx：-2.696） 

６次モード（f6=7.894Hz） 

（刺激係数βx：-0.542） 

図 3－32 固有値解析結果（モード図）（Ｃ－Ｃ断面） 
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７次モード（f7=8.428Hz） 

（刺激係数βx：-2.286） 

８次モード（f8=8.800Hz） 

（刺激係数βx：-1.626） 

  

９次モード（f9=9.165Hz） 

（刺激係数βx：-0.556） 

１０次モード（f10=9.664Hz） 

（刺激係数βx：-1.100） 

図 3－33 固有値解析結果（モード図）（Ｃ－Ｃ断面） 
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表 3－9 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 1.208×10-1 8.062×10-4 

Ｂ－Ｂ断面 3.744×10-1 8.871×10-4 

Ｃ－Ｃ断面 全応力解析 2.964×10-1 1.202×10-4 

 

 

図 3－34 設定した Rayleigh 減衰（Ａ－Ａ断面） 
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図 3－35 設定した Rayleigh 減衰（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 3－36 設定した Rayleigh 減衰（Ｃ－Ｃ断面） 
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3.3.2 有効応力解析で設定する Rayleigh 減衰 

有効応力解析における Rayleigh 減衰は，地震力による時系列での地盤剛性の軟

化に伴う１次固有振動数の低振動数側へのシフトに応じて，地盤応答の保守的な

評価が行われるよう係数αを 0 として設定し，低振動数帯で減衰α［m］の影響が

ない剛性比例型減衰としている。また，係数βは，「FLIP 研究会 14 年間の検討成

果のまとめ［理論編］」に基づきβ=0.002 と設定する。 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

耐震評価にて考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）及び地震荷重を抽出

し，それぞれを組み合わせて設定する。地震荷重には，地震時土圧及び機器・配管系

からの反力による荷重が含まれるものとする。 

地震時に第１ベントフィルタ格納槽に作用する機器・配管系からの反力について

は，機器・配管系を解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

荷重の組合せを表 3－10 に示す。 

 

表 3－10 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定

荷重 

躯体自重 〇 

設計図書に基づいて，対象構造物

の体積に材料の密度を乗じて設定

する。 

機器・配管荷重 〇 
機器・配管系の重量に基づいて設

定する。 

積載

荷重 

静止土圧 〇 常時応力解析により設定する。 

外水圧 〇 

地下水位に応じた静水圧として考

慮する。 

地下水の密度を考慮する。 

積雪荷重 〇 
地表面及び構造物天端に考慮す

る。 

土被り荷重 〇 常時応力解析により設定する。 

永久上載荷重 － 
地表面に恒常的に置かれる設備等

はないことから考慮しない。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 〇 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 〇 
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3.4.1 機器・配管荷重 

地震時に第１ベントフィルタ格納槽に作用する機器・配管系の荷重図を図 3－37

に示す。機器・配管荷重は，常時・地震時ともに付加質量としてモデル化する。 

 

 

 

図 3－37 解析用機器・配管荷重図 
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3.4.2 外水圧 

外水圧は，地下水位に応じた静水圧を設定する。地下水位については，「2.8 

地下水位」のとおりとし，地下水の密度として 1.00g/cm3 を考慮する。 

 

3.4.3 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等における損

傷の防止に関する基本方針」に基づき，発電所敷地に最も近い気象官署である松

江地方気象台で観測された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重

を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市

建築基準法施行細則により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用すること

を考慮し設定する。 
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

(1) 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース 

Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の周辺には主に岩盤が分布していることから，岩盤

の動せん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

Ｃ－Ｃ断面の側面には埋戻土が分布し，主たる荷重は埋戻土の土圧となること

から，埋戻土の初期せん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

解析ケースについては，せん断弾性係数の平均値を基本ケース（表 3－11 に示

すケース①及び表 3－12 に示すケース④）とした場合に加えて，平均値±1.0×標

準偏差（σ）のケース（表 3－11 に示すケース②及び③並びに表 3－12 に示すケ

ース⑤及び⑥）について確認を行う。 

また，Ｃ－Ｃ断面においては，非液状化の条件を仮定した解析ケース（表 3－12

に示すケース⑦及び⑧）を実施することにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅

的に考慮する。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は，「補足-023-01 地盤の支持性能について」

に示す。 

 

表 3－11 解析ケース（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値 

ケース② 全応力解析 平均値 平均値＋１σ 

ケース③ 全応力解析 平均値 平均値－１σ 
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表 3－12 解析ケース（Ｃ－Ｃ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース④ 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 

ケース⑤ 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース⑥ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値 

ケース⑦ 全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑧ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 
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(2) 耐震評価における解析ケースの組合せ 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（表 3－13 に示すケー

ス①及び表 3－14 に示すケース④）を実施する。基本ケースにおいて，曲げ・軸

力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支持力照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を

超える照査項目に対して，最も厳しい地震動を用いて，表 3－13 に示す解析ケー

ス（表 3－13 に示すケース②及び③及び表 3－14 に示すケース⑤～⑧）を実施す

る。すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳し

くなる地震動を用いて，解析ケース（表 3－13 に示すケース②及び③及び表 3－14

に示すケース⑤～⑧）を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3－13 及び

表 3－14 に示す。また，追加解析ケースを実施する地震動の選定フローを図 3－38

に示す。なお，Ｃ－Ｃ断面については４辺固定版による評価を実施することか

ら，上記によらず「5.1.1 解析ケース」において解析ケースを選定する。 

 

表 3－13 耐震評価における解析ケース（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を考
慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波
に対し，ケース①（基本ケース）を実施
し，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及
び基礎地盤の支持力照査の各照査項目ご
とに照査値が 0.5 を超える照査項目に対
して，最も厳しい（許容限界に対する裕
度が最も小さい）地震動を用いてケース
②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しく
なる地震動を用いてケース②及び③を実
施する。 
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表 3－14 耐震評価における解析ケース（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－38 追加解析を実施する地震動の選定フロー 

  

START 

12 波 *を用いてケース① 

又は④（基本ケース） 

の耐震評価を実施 

ケース①又は④（基本ケー

ス）を用いた 12 波に対する 

照査値が 

曲げ・軸力系の破壊＞ 0.5 

せん断破壊＞ 0.5 

基礎地盤の支持力照査＞ 0.5 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

の照査値のうち最も照査値

が厳しい地震動 1 波を選定 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

に対する,それぞれの照査項

目について,照査値が最も厳

しい地震動 1 波を選定 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

値のうち照査値が 0.5 を超

える照査項目について,照査

値が最も厳しい地震動 1 波

を選定 

曲げ,せん断,支持性能に対するそれぞれの照査項目について ,

上記解析ケースの結果を踏まえ ,さらに照査値を大きくなる可

能性がある場合は,追加解析及び耐震評価を実施 

END 

YES 

NO 

ケース①又は④（基本ケース）

を用いた 12 波に対する 

照査値が 

曲げ・軸力系の破壊≦ 0.5 

せん断破壊≦ 0.5 

基礎地盤の支持力照査≦ 0.5 

NO 

YES 

注記＊：基準地震動 Ss 波（6 波）に位相反転を考慮した地震

動（6 波）を加えた 12 波 

選定した地震動を用い, 

ケース②及び③又は⑤～⑧ 

の耐震評価を実施 
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3.5.2 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース 

(1) 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース 

「3.5.1 耐震評価における解析ケース」と同様に，地盤物性のばらつきを考慮

する（表 3－15 に示すケース②及び③及び表 3－16 に示すケース⑤及び⑥）。 

 

表 3－15 機器・配管系の耐震評価における解析ケース（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

備考 
埋戻土 

（Ｇ０：初期せん 

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値  

ケース② 全応力解析 平均値 平均値＋１σ  

ケース③ 全応力解析 平均値 平均値－１σ  

ケース⑨ 全応力解析 平均値 平均値 
材料物性の 

ばらつき 

ケース⑩ 全応力解析 平均値 平均値 地下水位低下＊ 

注記＊：解析モデル内に地下水位を設定しない状態で検討する。 
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表 3－16 機器・配管系の耐震評価における解析ケース（Ｃ－Ｃ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

備考 
埋戻土 

（Ｇ０：初期せん 

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん

断弾性係数） 

ケース④ 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値  

ケース⑤ 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値  

ケース⑥ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値  

ケース⑧ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値  

ケース⑪ 有効応力解析 平均値 平均値 
材料物性の 

ばらつき 

ケース⑫ 有効応力解析 平均値 平均値 地下水位低下＊ 

注記＊：解析モデル内に地下水位を設定しない状態で検討する。 

 

(2) 材料物性のばらつきを考慮した解析ケース 

材料物性のばらつきを考慮した解析ケースについては，剛性を定義するコンク

リートのヤング係数が，コンクリートの設計基準強度に対応して定まることを踏

まえ，コンクリートの設計基準強度を基本ケースとし，ヤング係数をコンクリー

トの実強度に対応して定めたケースについて確認を行う（表 3－15 に示すケース

⑨並びに表 3－16 に示すケース⑪）。 

第１ベントフィルタ格納槽におけるコンクリート実強度は，建築工事標準仕様

書・同解説 JASS 5N 原子力発電所における鉄筋コンクリート工事（日本建築学

会，2013）（以下「JASS 5N」という。）及び日本原子力学会標準 原子力発電所

に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準（日本原子力学

会，2015）（以下「日本原子力学会標準」という。）より算定される圧縮強度の

うち最大となるものを選択する。ヤング係数は実強度に対応するコンクリート標

準示方書に基づき算出する。設定した圧縮強度及びヤング係数を表 3－17 に示

す。 
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表 3－17 コンクリート実強度を考慮した物性値 

圧縮強度(N/mm2) ヤング係数(kN/mm2) 

36.1 29.8 

 

(3) 地下水位低下の影響を考慮した解析ケース 

地下水位については，地下水位低下設備に期待せず，保守的に高く設計地下水

位を設定していることから，機器・配管系の床応答への影響を確認するため，地

下水位が低下している状態での影響検討を実施する（表 3－15 に示すケース⑩並

びに表 3－16 に示すケース⑫）。 

 

(4) 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケースの組合せ 

機器・配管系に対する応答加速度抽出においては，基準地震動Ｓｓ全波（6 波）

及びこれらに位相反転を考慮した地震動（6 波）を加えた全 12 波を用いて解析ケ

ース（表 3－18 におけるケース①～⑩並びに表 3－19 におけるケース④～⑫）を

実施する。 
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表 3－18 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 
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表 3－19 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース 
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4. 評価内容 

4.1 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 4－1 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び

妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

 

 

図 4－1 入力地震動算定の概念図 
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4.1.1 Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の入力地震動 

図 4－2～図 4－13 にＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の入力地震動の加速度時刻歴波

形及び加速度応答スペクトルを示す。 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ），EL-130m） 
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4.1.2 Ｃ－Ｃ断面の入力地震動 

図 4－14～図 4－25 にＣ－Ｃ断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルを示す。 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-35m）  
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-35m） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速

度
(c

m
/s

2
)

時刻 (s)

MAX  -813cm/s² (15.54s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/s

2
)

周期 (s)

h=0.05

101



99 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－22 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－23 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－24 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-35m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－25 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-35m） 
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4.2 許容限界の設定 

屋外重要土木構造物の耐震安全性評価は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐

震安全性評価について」のうち「2. 屋外重要土木構造物の要求機能と要求機能に対

する耐震評価内容」に示すとおり，各構造物の要求機能と要求機能に応じた許容限界

を設定し照査を行う。 

耐震安全性評価は，限界状態設計法を用いることとし，限界状態設計法については

以下に詳述する。 

 

4.2.1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

(1) Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，土木学会マニュアル 2005

に基づき，限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 1.0％）とする。 

土木学会マニュアル 2005 では，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コン

クリートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，圧縮縁コンクリート

ひずみ 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態であることが，屋

外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シミュレーション等

の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構造全体としての安

定性が確保できるとして設定されたものである。 

また，遮蔽機能を損なわないことの確認においては，コンクリート標準示方書

に基づき，コンクリートの圧縮ひずみについて，部材終局に相当する限界ひずみ

（3500μ）とする。 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査において，変形による照査に用いるひずみは

地震応答解析により得られた応答値に安全係数（構造解析係数）1.2 を乗ずること

により，曲げ・軸力系の破壊に対する安全余裕を見込んだ評価を実施する。 

鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 4－1 に示す。 
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表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

確認項目 許容限界 

構造強度を有すること 

限界ひずみ 

圧縮縁コンクリートひずみ 

1.0%（10000μ）＊ 

遮蔽機能を損なわないこと 
部材終局に相当する限界ひずみ 

0.35%（3500μ）＊ 

 

注記＊：γｉ
ε
ｄ

ε
Ｒ

<1.0 

ここで， 

・γｉ ：構造物係数(γｉ=1.0) 

・εＲ 
：限界ひずみ（圧縮縁コンクリートひずみ 10000μ 

又は部材終局に相当する限界ひずみ 3500μ） 

・εｄ ：照査用ひずみ(εｄ=γａ・ε ) 

・γａ ：構造解析係数(γａ = 1.2) 

・ε  ：圧縮縁の発生ひずみ 
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(2) Ｃ－Ｃ断面 

構造強度を有することの確認及び遮蔽機能を損なわないことの確認における構

造部材の曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する許容限界は，短期許容応力

度とする。コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－2 及び表 4－3 に示す。 

なお，短期許容応力度により照査を行うため，構造強度を有することの確認と

遮蔽機能を損なわないことの確認における許容限界は同一となる。したがって，

全部材に対して構造強度を有することを確認することで，遮蔽機能を損なわない

ことの確認も同時に行う。 

 

表 4－2 コンクリートの許容応力度及び短期許容応力度 

設計基準強度 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

ｆ ’ｃｋ＝24.0

（N/mm2） 

許容曲げ圧縮応力度σ ’ｃａ 9.0 13.5 

許容せん断応力度τａ１ 0.45 0.675 

注記＊：コンクリート標準示方書 2002 により地震時の割り増し係数として 1.5 を考慮 

する。 

 

表 4－3 鉄筋の許容応力度及び短期許容応力度 

鉄筋の種類 許容応力度（N/mm2） 
短期許容応力度＊ 

（N/mm2） 

SD345 許容引張応力度σｓａ 196 294 

注記＊：コンクリート標準示方書 2002 により地震時の割り増し係数として 1.5 を考慮 

する。 
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4.2.2 せん断破壊に対する許容限界 

(1) Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面（せん断耐力式によるせん断耐力） 

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，棒部材式で求まるせん断耐力とす

る。 

また，せん断耐力式による照査において照査用せん断力が上記のせん断耐力を

上回る場合，より詳細に材料非線形解析を用いて部材のせん断耐力を求め許容限

界とする。 
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棒部材式 

Ⅴ
ｙｄ

=Ⅴ
ｃｄ

＋Ⅴ
ｓｄ

 

ここで，Ⅴ
ｙｄ

：せん断耐力 

Ⅴ
ｃｄ

：コンクリートが分担するせん断耐力 

Ⅴ
ｓｄ

：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

Ⅴ
ｃｄ

=βｄ・βｐ・βｎ・βａ・ｆ
ｖｃｄ

・ｂ
ｗ
・ｄ／γｂｃ 

ｆ
ｖｃｄ

=0.20√ｆ’
ｃｄ

3
  ただし，ｆ

ｖｃｄ
＞0.72(N/mm2) となる場合は 

ｆ
ｖｃｄ

＝0.72(N/mm2) 

βｄ=√1／ｄ
4

 (ｄ[m])  ただし，βｄ＞1.5 となる場合はβｄ＝1.5 

βｐ=√100ｐｖ

3
    ただし，βｐ＞1.5 となる場合はβｐ＝1.5 

βｎ=1+Ｍо
/Ｍ

ｄ
 （Ｎ

ｄ
≥0） ただし，βｎ＞2.0 となる場合はβｎ＝2.0 

  =1+4 Ｍ
o
/Ｍ

ud
 （Ｎ

ｄ
<0）  

βａ=0.75+
1.4

ａ／ｄ
 ただし，βａ<1.0 となる場合はβａ＝1.0 

ここで， 

ｆ’
ｃｄ

 ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N/㎟)で設計基準強度ｆ’
ｃｋ

 

 を材料係数γｍｃ除したもの 

・ｐ
ｖ
 ：引張鉄筋比 ｐ

ｖ
=Ａ

ｓ
/ (ｂ

ｗ
・ｄ) 

・Ａ
ｓ
 ：引張側鋼材の断面積 

・ｂ
ｗ
 ：部材の有効幅 

・ｄ  ：部材の有効高さ 

・Ｎ’
ｄ
 ：設計軸圧縮力 

・Ｍ
ｄ
 ：設計曲げモーメント 

・Ｍ
о
 ：Ｍ

ｄ
に対する引張縁において，軸力方向によって発生する 

 応力を打ち消すのに必要なモーメント（デコンプレッション 

 モーメント）  Ｍ
о
=Ｎ’

ｄ
・Ｄ／6 

Ｍ
ｕｄ

 ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

・Ｄ ：断面高さ 

・ａ／ｄ ：せん断スパン比 

・γｂｃ ：部材係数 

・γｂｃ ：材料係数 
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Ｖ
ｓｄ

={Ａ
ｗ
ｆ

ｗｙｄ
(sin α＋ cosα)/ｓ}ｚ/γｂｓ 

ここで， 

・Ａ
ｗ
 ：区間 s におけるせん断補強鉄筋の総断面積 

ｆ
ｗｙｄ

 ：せん断補強鉄筋の降伏強度をγmsで除したもので，400N/mm2 

 以下とする。ただし，コンクリート圧縮強度の特性値f 'ckが 

 60N/mm2以上のときは 800N/mm2以下とする。 

・α ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

・ｓ ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

・ｚ ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で 

 ｄ ⁄1.15 とする。 

・γｂｓ ：部材係数 
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また，土木学会マニュアル 2005 におけるせん断耐力式による評価においては，表 4

－4 に示すとおり，複数の安全係数が見込まれていることから，せん断破壊に対して

安全余裕を見込んだ評価を実施することが可能である。 

 

表 4－4 せん断耐力式による評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

内容 
応答値算定 限界値算定 

材料係数 
コンクリート γｍｃ 1.0 1.3 

コンクリートの特性値を

低減 

鉄筋 γｍｓ 1.0 1.0 ― 

部材係数＊ 

コンクリート γｂｃ ― 1.3 
せん断耐力（コンクリー

ト負担分）を低減 

鉄筋 γｂｓ ― 1.1 
せん断耐力（鉄筋負担

分）を低減 

構造解析係数 γａ 1.05 ― 
応答値（断面力）の割り

増し 

注記＊：土木学会マニュアル 2005 では，部材係数γｂ＝γｂ１・γｂ２とされている。 

 

γｂ１＝ {
1.3  （コンクリート））

1.1  （鉄筋）     
 

γｂ２＝

{
 
 

 
 1.0     (Ｒ≤0.01)    

100Ｒ＋2

3
 (0.01<Ｒ≤0.025) 

1.5    (Ｒ>0.025)    

 

ここで，Ｒ：層間変形角 

γｂ２は層間変形角の値によらず，部材が降伏していない状態であれば，γｂ２＝

1.0 としてよいとされている。 
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(2) Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面（材料非線形解析によるせん断耐力） 

a. 評価条件 

照査用せん断力が，せん断耐力式によるせん断耐力を上回る場合は，材料非

線形解析によりせん断耐力を算定し，せん断耐力が照査用せん断力を上回るこ

とを確認する。 

「4.2.2 せん断破壊に対する許容限界（せん断耐力式によるせん断耐力）」で

示したせん断耐力式は，既往の実験等から一般化されたものであることから，

構造部材の形状，作用荷重及び鉄筋コンクリートの非線形特性を踏まえた材料

非線形解析を実施することにより，より高い精度でせん断耐力を求め，構造部

材のせん断照査を行う。 

表 4－5 及び表 4－6 に材料非線形解析の概要を示す。 

材料非線形解析は，90 年代までに，ひび割れの進展モデルや破壊エネルギー

の概念等，基本となるモデルが提示され，様々な問題に適用されながら有効性

と信頼性を高めており，コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会 2012 年

制定）（以下「コンクリート標準示方書 2012」という。）や土木学会マニュア

ル 2005 等で取り扱われている。 

材料非線形解析にて用いる鉄筋コンクリートの構成則については種々ある

が，ここでは，現在までに実務でも使用され，適用性と信頼性が確認されてお

り，コンクリート標準示方書 2012 において標準とされる以下の手法とする。①

鉄筋とコンクリートとの一体性を前提とする分散ひび割れモデルにてモデル化

する。②鉄筋との複合作用が支配的な鉄筋周辺のコンクリートについては，平

均化構成則を用いる。③鉄筋との複合作用が及ばない領域では，コンクリート

の破壊力学の概念を導入する。 

なお，材料非線形解析の適用にあたっては，当該構造物の構造的な特徴や荷

重条件が類似する既往の実験等から得られたせん断耐力と，材料非線形解析に

よるせん断耐力を比較し，その適用性を判断した上で，モデル化や各種パラメ

ータの設定に係る解析者の差を考慮した安全係数を設定する。 

材料非線形解析においては，解析コード「ＷＣＯＭＤ Ｓｔｕｄｉｏ」を使用

する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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表 4－5 材料非線形解析の位置付け（土木学会マニュアル 2005） 

 

 

表 4－6 部材非線形解析と材料非線形解析の特徴 
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(a) 適用基準 

材料非線形解析については，土木学会マニュアル 2005，コンクリート標準

示方書 2012 等に基づき実施する。 

表 4－7 に参考とする主な基準等を示す。 

 

表 4－7 参考とする主な基準等 

項目 参考とする主な基準等 備考 

材料定数 

材料特性 

コンクリート標準示方書 2012 

土木学会マニュアル 2005 
― 

許容限界 ― 

せん断力－相対変位関係より設定した

許容限界（破壊基準）が，部材係数の

設定における材料非線形解析にて，実

験結果とおおむね整合的であることを

確認。 

 

(b) 材料定数 

耐震評価に用いる材料定数は，文献等を基に設定する。コンクリート及び

鉄筋の材料定数を表 4－8 及び表 4－9 に示す。 

 

表 4－8 コンクリートの材料定数 

 設定値 諸元 

単位体積重量 0.0kN/m3 
材料非線形解析による荷重に含まれ 

ることから考慮しない 

圧縮強度 18.5N/mm2 
設計基準強度（24.0N/mm2） 

／材料係数＊ 

引張強度 1.47N/mm2 引張強度／材料係数＊ 

圧縮ピークひずみ 0.002 コンクリート標準示方書 2012 

ひび割れ―せん断 

伝達係数 
1.0 コンクリート標準示方書 2012 

破壊エネルギー 0.0718N/mm コンクリート標準示方書 2012 

注記＊：材料係数を 1.3 として算出 
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表 4－9 鉄筋の材料定数 

 設定値 諸元 

単位体積重量 0.0kN/m3 
材料非線形解析による荷重に含まれ 

ることから考慮しない 

ヤング係数 200kN/mm2 コンクリート標準示方書 2012 

降伏 

強度 

主鉄筋 1000N/mm2 
せん断破壊先行型の破壊形態となる

よう曲げ耐力が増大するように設定 

せん断 

補強筋 
345N/mm2 SD345 

 

(c) 解析モデルの要素分割 

材料非線形解析の対象とする構造部材を平面ひずみ要素でモデル化する。

構造部材のモデル化にあたっては，図 4－26 に示すとおり，鉄筋の付着が有

効な領域を鉄筋コンクリート要素としてモデル化し，付着の影響が及ばない

領域を無筋コンクリート要素としてモデル化する。 

部材厚方向の要素分割数については，鉄筋を含む要素と無筋要素を明確に

指定できる分割数が望ましいこと，及び 3 層以上の分割数をとる場合，解析

結果に大きな差異が生じないことから 3 層以上に設定することとする。 

具体的には，鉄筋を含む要素は，鉄筋を中心としてかぶり厚さの 2 倍と

し，無筋領域については，要素形状が極端に扁平とならないように分割す

る。 

なお，対象とする構造部材に接合する部材は，弾性要素でモデル化し，モ

デル端部を固定境界とする。 

 

 

図 4－26 鉄筋付着有効領域と無筋領域の分割の概要 
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(d) コンクリートの非線形特性 

耐震評価に用いる要素は鉄筋コンクリート要素及び無筋コンクリート要素

に分類されるが，それぞれの非線形特性は同一の考え方で表される。 

 

イ. 圧縮応力下における応力－ひずみ関係 

図 4－27 に一軸圧縮応力下における応力－ひずみ関係を示す。 

圧縮応力下の応力－ひずみの骨格曲線は，最大応力点までの硬化域と，

最大応力点を超えた軟化域で表され，残留塑性ひずみと除荷再載荷時の剛

性低下を考慮している。 

また，ひび割れ発生後のコンクリートの圧縮強度については，図 4－28

に示す，低減係数を破壊パラメータに乗じることで，ひび割れ発生後の圧

縮強度の低下を考慮する。 
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図 4－27 圧縮応力下におけるコンクリートの非線形特性 

 

 

図 4－28 弾性剛性残存率の低減係数 
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ロ. 引張応力下における応力－ひずみ関係 

引張応力下における応力－ひずみ関係は，ひび割れ発生までは線形弾性

とし，ひび割れ強度以降は，鉄筋とコンクリートの付着の影響等を考慮

し，図 4－29 に示す骨格曲線を用いて，ひび割れ間のコンクリートに引張

応力分担を考慮する。 

引張力を受ける無筋コンクリート要素では，引張軟化挙動は，破壊エネ

ルギー（Ｇｆ）によって定義する。引張軟化挙動の考慮にあたっては，図 4

－30 に示すひび割れ発生後の軟化曲線とひび割れ発生点からの除荷曲線と

で囲まれる面積がＧｆ／Ｌｅ（要素寸法）に一致するように，軟化特性を表

す係数 c を用いる。 
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ここに， 

・ｆ
ｔ
 ：引張強度 

・𝜀ｔu ：引張軟化開始ひずみ 

・ｃ  ：引張軟化特性を表す係数 

図 4－29 引張対応力下における鉄筋とコンクリートの付着効果を考慮した 

応力－ひずみ関係 

 

 

図 4－30 応力―ひずみ曲線と破壊エネルギーGf の関係 
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ハ. ひび割れ面でのせん断伝達関係 

コンクリートのひび割れ発生後にひび割れ角度を固定する固定ひび割れ

モデルでは，ひび割れ面のずれによるせん断応力伝達特性を考慮する必要

がある。 

ひび割れ面でのせん断伝達挙動は，斜めひび割れの発生に伴う剛性低下

や破壊を評価するため，図 4－32 に示すとおり，ひび割れ面におけるせん

断ひずみγとひび割れ開口ひずみεの比をパラメータとし，コンクリート

の剛性低下を考慮するモデルを用いる。 

 

 

 

・β  ：ひび割れ面におけるせん断ひずみγとひび割れ開口ひずみε 

  の比（γ／ε） 

・τ  ：ひび割れ面でのせん断応力 

τ
ｍａｘ

 ：除荷開始時せん断応力 

β
ｍａｘ

 ：除荷開始時せん断ひずみγとひび割れ開口ひずみεの比 

 

図 4－31 ひび割れ面でのせん断伝達モデル 
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(e) 鉄筋の非線形特性 

ひび割れを複数含む領域におけるコンクリート中の鉄筋の平均応力－平均

ひずみ関係は，単体鉄筋の応力－ひずみ関係と異なり，図 4－32 に示すひず

み硬化特性を考慮する。 

 

 

・ｆ
ｙ
 ：鉄筋単体の降伏強度(N/mm2) 

・ｆ
ｕ
 ：鉄筋単体の引張強度(N/mm2) 

・Ｅ
ｓ
 ：鉄筋単体のヤング係数(N/mm2) 

・ε
ｙ
 ：鉄筋単体の降伏ひずみ 

・ε
ｓｈ

 ：鉄筋単体のひずみ硬化開始ひずみ 

・ｐ  ：鉄筋比 

・ｆ
1
 ：コンクリートの引張強度(N/mm2) 

 

図 4－32 ひずみ硬化域までモデル化した鉄筋の平均応力－平均ひずみ関係 
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(f) 鉄筋コンクリートとしてのモデル化 

コンクリートと鉄筋の界面の付着特性をテンションスティフニング効果

（引張特性が硬化する現象）として，鉄筋コンクリート要素の中に取り込む

ことにより，鉄筋コンクリートの構成則を直接与える。 

鉄筋コンクリートの引張応力下の平均応力は，以下の式で表される。 

σ̅ＲＣ＝
Ａ

ｓ

Ａ
ＲＣ

σ̅ｓ＋
Ａ

Ｃ

Ａ
ＲＣ

σ̅Ｃ 

ここに，σ̅ｓ，σ̅Ｃ ：それぞれ鉄筋とコンクリートの平均応力 

Ａ
ｓ
，Ａ

Ｃ
 ：それぞれ鉄筋とコンクリートの断面積，Ａ

ＲＣ
＝Ａ

ｓ
＋Ａ

Ｃ
 

 

(g) 鉄筋コンクリートとしてのモデル化 

材料非線形解析においては，地震応答解析（部材非線形解析）により得ら

れた荷重を用いることから，荷重の組合せは地震応答解析と同様である。 
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b. 評価内容 

(a) 耐震評価フロー 

材料非線形解析を用いたせん断耐力評価の評価フローを図 4－33 に示す。 

 

図 4－33 材料非線形解析のせん断耐力評価フロー 

 

(b) 荷重の設定 

材料非線形解析にて考慮する荷重は，地震応答解析（二次元時刻歴応答解

析）から得られる荷重を考慮する。具体的には，地震応答解析で評価対象部

材のせん断照査結果が厳しくなる時刻における断面力（曲げモーメント，軸

力及びせん断力）を材料非線形解析モデルに図 4－34 に示すとおりに作用さ

せる。 

材料非線形解析では，地震応答解析で得られた照査時刻の断面力分布を再

現できる荷重分布を算出し，この荷重比率を維持しながら漸増載荷する。 

作用荷重は，常時荷重及び地震時荷重を，図 4－35 に示すとおり載荷し材

料非線形解析を実施する。 
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図 4－34 材料非線形解析における載荷状況 

 

 

図 4－35 荷重の作用手順 

 

(c) せん断耐力 

材料非線形解析を用いたせん断耐力は，材料非線形解析における固定端反

力Ｐ－相対変位δ関係から設定する。具体的には，図 4－36 に示す例のとお

り，固定端反力Ｐ－相対変位δ関係においてせん断力の増分に対して相対変

位δが急増する直前の点を部材のせん断耐力と判断する。 
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図 4－36 材料非線形解析を用いたせん断耐力の設定例 

 

(d) 安全係数の設定 

材料非線形解析では，地震応答解析（二次元時刻歴応答解析）で得られる

断面力（曲げモーメント，軸力，せん断力）を材料非線形解析に作用させた

時のせん断力Ｖと材料非線形解析で得られるせん断耐力Ｖy に，以下のとおり

部材係数γｂ１，γｂ２，構造解析係数γa，構造物係数γi を考慮し，照査用せ

ん断力Ｖd，設計せん断耐力Ｖｙｄを算定する。 

 

Ｖ
ｄ
＝γ

ｉ
・γ

ａ
・Ｖ 

Ｖ
ｙｄ

＝Ｖ
ｙ
・ (γ

ｂ１
・γ

ｂ２
) 

 

考慮する安全係数の設定結果を表 4－10 に示す。ここで，部材係数γｂ１に

ついては，実験又はせん断耐力式により得られるせん断耐力と材料非線形解析

により得られるせん断耐力との比率により設定することとし，解析における構

成則の相違や，要素の種類，要素分割，材料物性の設定，入力増分等，多岐に

わたる解析者間の差を考慮する。 

具体的には，土木学会マニュアル 2005 に示される 17 ケースの材料非線形解

析を実施し，実験又はせん断耐力との差が最も大きい Case No.8 の部材係数

1.12 を設定する。表 4－11 に部材係数γ
ｂ１

の設定結果を示す。 
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表 4－10 考慮する安全係数の設定結果 

安全係数 値 設定根拠 

部材係数 
γ

ｂ１
 1.12 別途実施する材料非線形解析により設定 

γ
ｂ２

 1.0 地震応答解析による層間変形角より設定 

構造物係数 γ
ｉ
 1.0 

構造物の重要度は，基準地震動Ｓｓにより評価するこ

とで包絡されていると判断 

構造解析係数 γ
ａ
 1.05 各種文献より保守的に設定 

材料係数 γ
ｍ
 1.3 文献に基づく標準的な値を設定 

 

表 4－11 部材係数γ
ｂ１

の設定結果 

Case 

№ 

試験結果 解析結果 部材係数 

（解析結果/ 

実験結果） 

（②/①） 

備考 
せん断耐力 

（kN） 

① 

せん断耐力 

（kN） 

② 

1 475 426 0.90  

2 1187 1068 0.90  

3 324 361 1.11  

4 294 314 1.07  

5 581 522 0.90  

6 329 328 1.00  

7 1587 1713 1.08  

8 350 392 1.12 最大値 

9 855 848 0.99  

10 165 104 0.63  

11 333 297 0.89  

12 127 124 0.97  

13 188 167 0.89  

14 163 171 1.05  

15 273 254 0.93  

16 356 370 1.04  

17 432 347 0.80  
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(3) Ｃ－Ｃ断面 

構造部材（鉄筋コンクリート）のせん断破壊に対する許容限界は，表 4－2 及び

表 4－3 に示すコンクリートと鉄筋の短期許容応力度から算定した短期許容せん断

力とする。 

 

Ⅴ
ａ
=Ⅴ

ｃ
＋Ⅴ

ｓ
 

ここで， 

・Ⅴ
ａ
 ：短期許容せん断力 

Ⅴ
ｃ
 ：コンクリートが分担するせん断力 

・Ⅴ
ｓ
 ：せん断補強鉄筋が分担するせん断力 

 

Ⅴ
ｃ
=
1

2
τ

ａ1
・ｂ

ｗ
・ｚ 

ここで， 

τａ1 ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

ｂ
ｗ
 ：部材の有効幅 

ｄ
 
 ：部材の有効高さ 

ｚ
 
 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離 

 でｄ/1.15 とする。 

ただし，せん断補強筋を有さない場合は，Ⅴ
ｃ
=τａ1・ｂ

ｗ
・ｚ 

 

Ⅴ
ｓ
＝ {Ａ

ｗ
σ'ｓａ

(sin𝛼 + cos𝛼)/ｓ}ｚ 

ここで， 

Ａ
ｗ
 ：区間ｓにおけるせん断補強筋の総断面積 

σ′ｓａ ：鉄筋の短期許容引張応力度 

α ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

ｓ ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

ただし，せん断補強筋を有さない場合は，Ⅴ
S
=0 
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4.2.3 基礎地盤の支持機能に対する許容限界 

(1) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4－12 に示す。 

 

表 4－12 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級又はＣＨ級岩盤 9.8 

 

(2) ＭＭＲ 

a. 接地圧に対する許容限界 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，コンクリート標準示方書 2002 に

基づき，コンクリートの支圧強度とする。ＭＭＲの支持性能に対する許容限界を

表 4－13 に示す。なお，Ｃ－Ｃ断面の基礎地盤には一部ＭＭＲが存在するが，Ｍ

ＭＲの支圧強度は岩盤の限界支持力より十分に大きい（ｆ ’ａ＝18.0N/mm2）ことか

ら，評価を省略する。 

 

表 4－13 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 

Ａ－Ａ断面 
コンクリート 

（ｆ ’ｃｋ＝18.0N/mm2） 
ｆ ’ａ＝18.0 Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 

 

b. 健全性に対する許容限界 

ＭＭＲの健全性に対する許容限界は，「補足-026-01 屋外重要土木構造物の

耐震安全性評価について」に基づき，表 4－14 に示すせん断強度及び引張強度

とする。 

 

表 4－14 ＭＭＲのせん断強度及び引張強度 

 評価項目 算定式 許容限界 

ＭＭＲ 

ｆ ’ｃｋ＝18.0（N/mm2） 

せん断強度（N/mm2） 1/5ｆ ’ｃｋ 3.60 

引張強度（N/mm2） 0.23ｆ ’ｃｋ
2/3 1.57 
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4.3 評価方法 

4.3.1 Ｃ－Ｃ断面 

Ｃ－Ｃ断面においては，鉛直部材及び水平部材を４辺固定版とした際に発生す

る断面力を用いた照査を実施する。４辺固定版は，線形シェル要素によりモデル

化する。Ｃ－Ｃ断面の４辺固定版の解析モデル概念図を図 4－37 に示す。 

４辺固定版に入力する荷重については，地震応答解析における応答値（土圧及

び慣性力）とし，土圧は地震応答解析モデルの構造物（側壁）－地盤間に発生す

る直応力，慣性力は側壁を構成する各節点に発生する応答加速度に自重を乗じた

ものとする。鉛直部材については，地上部の側壁は土圧が作用しないことから，

地下部の側壁を選定する。また，西側壁には埋戻土が隣接しており，埋戻コンク

リートと隣接する東側壁より作用する土圧が大きいことから，西側壁を対象とす

る。水平部材については，部材厚の薄い頂版を選定する。 

４辺固定版の照査位置概念図を図 4－38 に示す。照査位置については，はり要

素と同様に，曲げ・軸力系の破壊に対する照査では解析モデル端部までを照査範

囲とし，せん断破壊に対する照査では部材端部（支承前面）を照査範囲とする。 

４辺固定版による評価については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。な

お，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。  
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図 4－37 ４辺固定版の解析モデル概念図（４辺固定版） 

 

曲げ・軸力系の破壊            せん断破壊 

 

図 4－38 ４辺固定版の照査位置概念図 

  

主筋方向 

固定境界 

固定境界 

固
定
境
界 

固
定
境
界 

地震応答解析により得られる荷重 

（土圧，慣性力） 

配力筋方向 
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5. 評価結果 

5.1 地震応答解析結果 

全応力解析及び有効応力解析の地震応答解析結果として「ひずみの時刻歴波形」，

「層間変形角時刻歴波形」，断面力に対し照査を行っている項目のうち最も厳しい照

査値に対する「断面力分布」，曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対

する照査で最大照査値を示すケースの地盤の「最大せん断ひずみ分布」を記載する。

なお，断面力分布は単位奥行きあたりの断面力を図示する。 

 

5.1.1 解析ケース 

(1) Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面 

耐震評価における解析ケースについては，「補足 026－01 屋外重要土木構造物

の耐震安全性評価について」のうち「10. 屋外重要土木構造物等の耐震評価にお

ける追加解析ケ－スの選定」に基づき設定する。 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（解析ケース①）を実

施する。基本ケースにおいて，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支持

力照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目に対して，最も厳しい地

震動を用いて，Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の場合は解析ケース②及び③をを実施

する。すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳

しくなる地震動を用いて，解析ケース②及び③を実施する。 

解析ケース②及び③を実施する地震動について，表 5－1 に示す。 

上記実施ケ－スの結果を踏まえ，照査値に十分な裕度を有することから，追加

解析を実施しない。 

 

表 5－1 解析ケース②及び③を実施する地震動 

断面 
解析ケース②及び③ 

を実施する地震動 
備考 

Ａ－Ａ断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） せん断破壊から選定 

Ｂ－Ｂ断面 Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） せん断破壊から選定 
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(2) Ｃ－Ｃ断面 

a. 鉛直部材 

鉛直部材においては西側壁を対象に，地震応答解析結果から４辺固定版に作

用させる荷重を選定する。４辺固定版に作用させる荷重は土圧及び慣性力であ

るため，地震応答解析において鉛直部材の層間変位が最大となる時刻における

荷重が構造物にとって最も厳しくなると考えられる。 

評価対象部材を図 5－1 に示す。 

基本ケース（解析ケース④）の各地震動の層間変位最大時刻における土圧分

布図を図 5－2 に，総土圧の一覧表を表 5－2 示す。また，地盤物性のばらつき

の影響を確認するために，解析ケース④において総土圧が最も大きいＳｓ－Ｆ

２（＋＋）を選定し，ケース⑤～⑧の層間変位最大時刻における土圧分布を図 5

－2 に示す。 

各深度において土圧が大きくなる地震動が異なる傾向にあるため，保守的に

全ケースを包絡する土圧分布を作成する。同様に，慣性力についても全ケース

を包絡する慣性力分布を作成する。 

以上より，全ケースを包絡する土圧分布及び慣性力分布を４辺固定版に作用

させることとする。 

 

 

図 5－1 評価対象部材 

 

  

←Ｗ                   Ｅ→ 
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図 5－2 側壁に作用する土圧分布図（解析ケース④） 

 

表 5－2 側壁に作用する総土圧（解析ケース④） 

地震動 総土圧（kN） 地震動 総土圧（kN） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 2444 
Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 1747 

－＋ 1721 －＋ 2270 

＋－ 2229 Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋ 2395 

－－ 1608 －＋ 2294 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 2275 Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋ 2220 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 2532 －＋ 1487 

注：ハッチングは最大値を示す。 
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Ss-F2_EW++

Ss-N1++

Ss-N1-+

Ss-N2_NS++

Ss-N2_NS-+

Ss-N2_EW++

Ss-N2_EW-+

ケース⑤Ss-F2_EW++

ケース⑥Ss-F2_EW++

ケース⑦Ss-F2_EW++

ケース⑧Ss-F2_EW++

全ケースを包絡する土圧分布

床版軸心位置 EL 13.85m 

 

底版軸心位置 EL 1.70m 

 
最大値：340.85kN 
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b. 水平部材 

水平部材においては，地震応答解析結果から４辺固定版に作用させる荷重を

選定する。４辺固定版に作用させる荷重は慣性力であるため，地震応答解析に

おいて水平部材の鉛直下向きの加速度が最大となる時刻における荷重が構造物

にとって最も厳しくなると考えられる。評価対象部材を図 5－3 に示す。 

基本ケース（解析ケース④）の各地震動の鉛直加速度最大時刻における加速

度分布図を図 5－4 に，最大加速度の一覧表を表 5－3 示す。解析ケース④にお

いては，鉛直下向きの加速度が最大となるＳｓ－Ｄ（－－）を選定する。 

また，地盤物性のばらつきの影響を確認するために，Ｓｓ－Ｄ（－－）の解

析ケース④と解析ケース⑤～⑧の鉛直下向きの加速度最大時刻における加速度

分布図及び最大加速度を比較する。図 5－5 及び表 5－4 に示すとおり，鉛直下

向きの加速度が最大となるのは解析ケース⑦である。 

以上より，鉛直下向きの最大応答加速度を保守的に部材全体に作用させるこ

ととする。 

 

 

図 5－3 評価対象部材 

 

  

←Ｗ                   Ｅ→ 

138



136 

 

図 5－4 頂版に作用する加速度分布図（解析ケース①） 

 

表 5－3 頂版に作用する最大加速度（解析ケース①） 

地震動 
最大加速度 

（m/s2） 
地震動 

最大加速度 

（m/s2） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -12.40 
Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ -5.37 

－＋ -9.32 －＋ -3.65 

＋－ -11.00 Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋ -7.66 

－－ -12.58 －＋ -8.27 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ -8.35 Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋ -8.71 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ -8.60 －＋ -6.56 

注：ハッチングは最大値を示す。 
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図 5－5 頂版に作用する加速度分布図の比較（Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

 

表 5－4 頂版に作用する最大加速度（Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

解析ケース 
最大加速度 

（m/s2） 

ケース④ -12.58 

ケース⑤ -12.56 

ケース⑥ -12.59 

ケース⑦ -17.96 

ケース⑧ -17.01 

注：ハッチングは最大値を示す。 

  

最大値  

頂版軸心 

左端部 

 

頂版軸心 

右端部 
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5.1.2 ひずみの時刻歴波形（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査において，最も厳しい照査値となる解析ケー

スにおける時刻歴波形を図 5－6 及び図 5－7 に示す。 

 

 

 

 

図 5－6 曲げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースの時刻歴波形 

（全応力解析）（Ａ－Ａ断面，解析ケース②，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

  

NSkaku-20221010C01_eigen.dat - 4351/4295(91/94) 

圧縮ひずみ 315μ 
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図 5－7 曲げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースの時刻歴波形 

（全応力解析）（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

  

NSginn-20221013C02_eigen.dat - 4594/4518(96/100) 

圧縮ひずみ 204μ 
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5.1.3 断面力分布（せん断破壊に対する照査）（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

せん断破壊に対する照査において，最も厳しい照査値となる解析ケースの照査

時刻における断面力分布図（曲げモーメント，軸力，せん断力）を図 5－8 及び図

5－9 に示す。 
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図 5－8 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース②，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

  

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 
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図 5－9 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

  

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 
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5.1.4 断面力分布（層間変位最大時刻）（Ｃ－Ｃ断面） 

(1) 鉛直部材 

４辺固定版による評価を実施するＣ－Ｃ断面について，地震応答解析において

鉛直部材の層間変位が最大となる時刻における断面力分布図（曲げモーメント，

ト，軸力，せん断力）を図 5－10 に示す。 
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(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

(b)軸力（kN）（＋：圧縮，－：引張） 

 

 

(c)せん断力（kN） 

 

図 5－10 最大時刻における断面力図 

（Ｃ－Ｃ断面，側壁，解析ケース②，Ｓｓ－Ｆ２（ＥＷ）（＋＋））  

4507.9

1128.6

1615.0
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(2) 水平部材 

４辺固定版による評価を実施するＣ－Ｃ断面について，地震応答解析において

水平部材の鉛直下向きの加速度が最大となる時刻における断面力分布図（曲げモ

げモーメント，軸力，せん断力）を図 5－11 に示す。 
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(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

(b)軸力（kN）（＋：圧縮，－：引張） 

 

(c)せん断力（kN） 

 

図 5－11 加速度最大時刻における断面力図 

（Ｃ－Ｃ断面，頂版，解析ケース⑦，Ｓｓ－Ｄ（－－））  

1
90
.
3

1
39
.
4

8
9.
8
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5.1.5 最大せん断ひずみ分布（Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面） 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対する照査で最大照査値を

示すケースについて，発生した最大せん断ひずみを確認する。 

最大照査値を示す解析ケースの一覧を表 5－5 に，最大せん断ひずみ分布図を図

5－12 及び図 5－13 に示す。 

構造物周辺の埋戻土に発生するせん断ひずみは最大でも１％以下であり，試験

において確認しているひずみの範囲内であることを確認した。 

 

表 5－5 最大照査値を示すケースの一覧 

対象断面 対象ケース 照査項目 

Ａ－Ａ断面 
解析ケース② 

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 
せん断に対する照査 

Ｂ－Ｂ断面 
解析ケース① 

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 
せん断に対する照査 
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(a) 全体図 

 

(b) 拡大図 

図 5－12 最大せん断ひずみ分布図（Ａ－Ａ断面） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

  

構造物周辺における最大値：0.0075 

：埋戻土の範囲 
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(a) 全体図 

 

(b) 拡大図 

図 5－13 最大せん断ひずみ分布図（Ｂ－Ｂ断面） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

  

：埋戻土の範囲 

構造物周辺における最大値：0.0043 
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5.2 構造部材の健全性に対する評価結果 

5.2.1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

(1) Ａ－Ａ断面 

構造強度を有することの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果を

表 5－6 に示す。照査値は，ひずみ又は層間変形角を許容限界で除した値として

時々刻々求め，全時刻において最大となる照査値を記載する。 

表 5－6 のとおり，コンクリートの照査用ひずみが全ケースにおいて，許容限界

（10000μ）を下回ることを確認した。 

 

表 5－6 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

（構造強度を有することの確認：全応力解析） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ 

ε
ｄ

＊ 

限界ひずみ 

ε
Ｒ
 

照査値 

ε
ｄ
/ε

Ｒ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 318μ 10000μ 0.04 

－＋ 302μ 10000μ 0.04 

＋－ 356μ 10000μ 0.04 

－－ 328μ 10000μ 0.04 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 207μ 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 255μ 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 361μ 10000μ 0.04 

－＋ 291μ 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 323μ 10000μ 0.04 

－＋ 230μ 10000μ 0.03 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 276μ 10000μ 0.03 

－＋ 237μ 10000μ 0.03 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 378μ 10000μ 0.04 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 347μ 10000μ 0.04 

注記＊：照査用ひずみε
ｄ
＝発生ひずみε×構造解析係数γａ(＝1.2) 
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遮蔽機能を損なわないことの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結

果を表 5－7 に示す。照査値は，ひずみを許容限界で除した値として時々刻々求

め，全時刻において最大となる照査値を記載する。 

表 5－7 のとおり，コンクリートの照査用ひずみが全ケースにおいて，許容限界

（3500μ）を下回ることを確認した。 

 

表 5－7 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

（遮蔽機能を損なわないことの確認：全応力解析） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ 

ε
ｄ

＊1 

限界ひずみ 

ε
Ｒ

＊2 

照査値 

ε
ｄ
/ε

Ｒ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 318μ 3500μ 0.10 

－＋ 302μ 3500μ 0.09 

＋－ 356μ 3500μ 0.11 

－－ 328μ 3500μ 0.10 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 207μ 3500μ 0.06 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 255μ 3500μ 0.08 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 361μ 3500μ 0.11 

－＋ 291μ 3500μ 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 323μ 3500μ 0.10 

－＋ 230μ 3500μ 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 276μ 3500μ 0.08 

－＋ 237μ 3500μ 0.07 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 378μ 3500μ 0.11 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 347μ 3500μ 0.10 

注記＊1：照査用ひずみε
ｄ
＝発生ひずみε×構造解析係数γａ(＝1.2)  

＊2：建物・構築物においては，「部材に生じる応力が終局耐力に対し妥当な安全

余裕を有していること又は部材に生じる応力若しくはひずみが CCV 規格にお

ける荷重状態Ⅳの許容値を超えないこととする。」ことを確認する方針とし

ているが，本評価で仮に CCV 規格における荷重状態Ⅳの許容ひずみ（0.3％

＝3000μ）を用いたとしても，十分な安全余裕を有していることを確認し

た。 
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(2) Ｂ－Ｂ断面 

構造強度を有することの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果を

表 5－8 に示す。照査値は，ひずみ又は層間変形角を許容限界で除した値として

時々刻々求め，全時刻において最大となる照査値を記載する。 

表 5－8 のとおり，コンクリートの照査用ひずみが全ケースにおいて，許容限界

（10000μ）を下回ることを確認した。 

 

表 5－8 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

（構造強度を有することの確認：全応力解析） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ 

ε
ｄ

＊ 

限界ひずみ 

ε
Ｒ
 

照査値 

ε
ｄ
/ε

Ｒ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 201μ 10000μ 0.03 

－＋ 177μ 10000μ 0.02 

＋－ 217μ 10000μ 0.03 

－－ 196μ 10000μ 0.02 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 157μ 10000μ 0.02 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 166μ 10000μ 0.02 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 244μ 10000μ 0.03 

－＋ 152μ 10000μ 0.02 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 181μ 10000μ 0.02 

－＋ 167μ 10000μ 0.02 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 162μ 10000μ 0.02 

－＋ 139μ 10000μ 0.02 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 240μ 10000μ 0.03 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 238μ 10000μ 0.03 

注記＊：照査用ひずみε
ｄ
＝発生ひずみε×構造解析係数γａ(＝1.2) 
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遮蔽機能を損なわないことの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結

果を表 5－9 に示す。照査値は，ひずみを許容限界で除した値として時々刻々求

め，全時刻において最大となる照査値を記載する。 

表 5－9 のとおり，コンクリートの照査用ひずみが全ケースにおいて，許容限界

（3500μ）を下回ることを確認した。 

 

表 5－9 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

（遮蔽機能を損なわないことの確認：全応力解析） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用ひずみ 

ε
ｄ

＊1 

限界ひずみ 

ε
Ｒ

＊2 

照査値 

ε
ｄ
/ε

Ｒ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 201μ 3500μ 0.06 

－＋ 177μ 3500μ 0.06 

＋－ 217μ 3500μ 0.07 

－－ 196μ 3500μ 0.06 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 157μ 3500μ 0.05 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 166μ 3500μ 0.05 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 244μ 3500μ 0.07 

－＋ 152μ 3500μ 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 181μ 3500μ 0.06 

－＋ 167μ 3500μ 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 162μ 3500μ 0.05 

－＋ 139μ 3500μ 0.04 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 240μ 3500μ 0.07 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 238μ 3500μ 0.07 

注記＊1：照査用ひずみε
ｄ
＝発生ひずみε×構造解析係数γａ(＝1.2) 

＊2：建物・構築物においては，「部材に生じる応力が終局耐力に対し妥当な安全

余裕を有していること又は部材に生じる応力若しくはひずみが CCV 規格にお

ける荷重状態Ⅳの許容値を超えないこととする。」ことを確認する方針とし

ているが，本評価で仮に CCV 規格における荷重状態Ⅳの許容ひずみ（0.3％

＝3000μ）を用いたとしても，十分な安全余裕を有していることを確認し

た。 
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(3) Ｃ－Ｃ断面 

a. 鉛直部材 

構造強度を有することの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果

を表 5－10 及び表 5－11 に示す。また，４辺固定版における断面力図を図 5－14

及び図 5－15 に示す。同表のとおり，発生応力度は短期許容応力度を下回るこ

とを確認した。 

 

表 5－10 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（側壁）（コンクリート） 

解析 

ケース 
地震動 方向 

曲げ 

モーメ 

ント 

（kN・m） 

発生 

応力度 

σ ’ｃ  

（N/mm2） 

短期許容 

応力度 

σ ’ｃａ  

（N/mm2） 

照査値 

σ ’ｃ／σ ’ｃａ 

全解析ケース包絡荷重 

Ｘ方向 

(配力筋方向) 
-1912 5.9 13.5 0.45 

Ｙ方向 

（主筋方向） 
-1818 4.6 13.5 0.35 

 

表 5－11 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（側壁）（鉄筋） 

解析 

ケース 
地震動 方向 

曲げ 

モーメ 

ント 

（kN・m） 

発生 

応力度 

σｓ  

（N/mm2） 

短期許容 

応力度 

σｓａ  

（N/mm2） 

照査値 

σｓ／σｓａ 

全解析ケース包絡荷重 

Ｘ方向 

(配力筋方向) 
-1912 220.7 294 0.76 

Ｙ方向 

（主筋方向） 
-1818 141.3 294 0.49 
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数値：評価位置における断面力 

曲げモーメントＭｘ（kN・m） 

図 5－14 ４辺固定版における断面力図（側壁，Ｘ方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

曲げモーメントＭｙ（kN・m） 

図 5－15 ４辺固定版における断面力図（側壁，Ｙ方向） 

  

-1912.20kN･m 

EL 13.85m 

EL 1.70m 

EL 13.85m 

EL 1.70m 

-1818.00kN･m 
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b. 水平部材 

構造強度を有することの確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果

を表 5－12 及び表 5－13 に示す。また，４辺固定版における断面力図を図 5－16

及び図 5－17 に示す。同表のとおり，発生応力度は短期許容応力度を下回るこ

とを確認した。 

 

表 5－12 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（頂版）（コンクリート） 

解析 

ケース 
地震動 方向 

曲げ 

モーメ 

ント 

（kN・m） 

発生 

応力度 

σ ’ｃ  

（N/mm2） 

短期許容 

応力度 

σ ’ｃａ  

（N/mm2） 

照査値 

σ ’ｃ／σ ’ｃａ 

⑦ Ｓｓ－Ｄ －－ 

Ｘ方向 

(主筋方向) 
-24 0.277 13.5 0.03 

Ｙ方向 

(配力筋方向) 
-33 0.385 13.5 0.03 

 

表 5－13 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（頂版）（鉄筋） 

解析 

ケース 
地震動 方向 

曲げ 

モーメ 

ント 

（kN・m） 

発生 

応力度 

σｓ  

（N/mm2） 

短期許容 

応力度 

σｓａ  

（N/mm2） 

照査値 

σｓ／σｓａ 

⑦ Ｓｓ－Ｄ －－ 

Ｘ方向 

(主筋方向) 
-24 6.991 294 0.03 

Ｙ方向 

(配力筋方向) 
-33 9.726 294 0.04 
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数値：評価位置における断面力 

曲げモーメントＭｘ（kN・m） 

 

図 5－16 ４辺固定版における断面力図（頂版，Ｘ方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

曲げモーメントＭｙ（kN・m） 

図 5－17 ４辺固定版における断面力図（頂版，Ｙ方向） 

  

-24.55kN･m 

-32.76kN･m 
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5.2.2 せん断破壊に対する評価結果 

(1) Ａ－Ａ断面 

構造強度を有すること及び遮蔽機能を損なわないことの確認におけるせん断破

壊に対する評価結果を表 5－14 に示す。照査値は，せん断力を許容限界で除した

値として時々刻々求め，全時刻において最大となる照査値を記載する。 

同表より，全部材で照査用せん断力がせん断耐力を下回ることを確認した。 

 

表 5－14(1) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

頂版 3 483 1424 0.34 

側壁 9 984 1559 0.64 

床版 4 1128 1460 0.78 

隔壁 12 858 1576 0.55 

底版 6 1125 1754 0.65 

－＋ 

頂版 3 422 1429 0.30 

側壁 9 964 1663 0.58 

床版 4 1069 1446 0.74 

隔壁 12 819 1569 0.53 

底版 6 1148 1755 0.66 

＋－ 

頂版 3 455 1433 0.32 

側壁 9 995 1548 0.65 

床版 4 1281 1464 0.88 

隔壁 12 985 1641 0.61 

底版 6 1263 1786 0.71 

－－ 

頂版 3 476 1417 0.34 

側壁 9 1102 1667 0.67 

床版 4 1103 1446 0.77 

隔壁 12 801 1589 0.51 

底版 6 1106 1764 0.63 
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表 5－14(2) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

頂版 3 347 1429 0.25 

側壁 9 847 1583 0.54 

床版 4 776 1459 0.54 

隔壁 12 649 1582 0.42 

底版 6 802 1737 0.47 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

頂版 3 395 1423 0.28 

側壁 9 819 1560 0.53 

床版 4 869 1453 0.60 

隔壁 12 692 1552 0.45 

底版 6 926 1738 0.54 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

頂版 3 417 1417 0.30 

側壁 9 1016 1624 0.63 

床版 4 1277 1441 0.89 

隔壁 12 872 1642 0.54 

底版 6 1153 1769 0.66 

－＋ 

頂版 3 377 1428 0.27 

側壁 9 990 1651 0.60 

床版 4 979 1452 0.68 

隔壁 12 770 1590 0.49 

底版 6 943 1757 0.54 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋ 

頂版 3 433 1421 0.31 

側壁 9 911 1549 0.59 

床版 4 1114 1450 0.77 

隔壁 12 805 1593 0.51 

底版 6 1088 1764 0.62 

－＋ 

頂版 3 402 1429 0.29 

側壁 9 796 1543 0.52 

床版 4 809 1450 0.56 

隔壁 12 690 1593 0.44 

底版 6 941 1729 0.55 
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表 5－14(3) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 
Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋ 

頂版 3 377 1430 0.27 

側壁 9 700 1523 0.46 

床版 4 937 1449 0.65 

隔壁 12 726 1568 0.47 

底版 6 882 1733 0.51 

－＋ 

頂版 3 385 1431 0.27 

側壁 9 664 1549 0.43 

床版 4 761 1454 0.53 

隔壁 12 637 1573 0.41 

底版 6 830 1732 0.48 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 

頂版 3 455 1419 0.33 

側壁 9 842 1525 0.56 

床版 4 1285 1439 0.90 

隔壁 12 885 1642 0.54 

底版 6 1166 1768 0.66 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 

頂版 3 387 1415 0.28 

側壁 9 1024 1561 0.66 

床版 4 1273 1445 0.89 

隔壁 12 875 1642 0.54 

底版 5 1961 2999 0.66 

注記＊1：評価位置は図 5－18 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖ
ｄ
＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γ

ａ
(＝1.05) 

 

図 5－18 評価位置図（Ａ－Ａ断面）  
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(2) Ｂ－Ｂ断面 

a. せん断耐力式による評価結果 

構造強度を有すること及び遮蔽機能を損なわないことの確認におけるせん断

破壊に対する評価結果を表 5－15 に示す。照査値は，応力度を許容限界で除し

た値として時々刻々求め，全時刻において最大となる照査値を記載する。 

同表中には，照査値が 1.0 を上回る解析ケース，部材があることから，次項

「(2) 材料非線形解析による評価結果」にて照査値が 1.0 を下回ることを確認

する。 

 

表 5－15(1) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

頂版 1 566 1444 0.40 

側壁 10 436 762 0.58 

床版 2 1476 1531 0.97 

隔壁 15 1108 3069 0.37 

底版 6 1184 2895 0.41 

－＋ 

頂版 1 535 1457 0.37 

側壁 10 452 787 0.58 

床版 2 1284 1500 0.86 

隔壁 15 958 3076 0.32 

底版 6 1145 2902 0.40 

＋－ 

頂版 1 583 1446 0.41 

側壁 10 469 785 0.60 

床版 2 1632 1542 1.06 

隔壁 15 1185 3079 0.39 

底版 6 1393 2928 0.48 

－－ 

頂版 1 574 1446 0.40 

側壁 10 511 840 0.61 

床版 2 1300 1503 0.87 

隔壁 15 974 3075 0.32 

底版 6 1142 2908 0.40 
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表 5－15(2) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

頂版 1 513 1442 0.36 

側壁 11 729 1548 0.48 

床版 2 1085 1506 0.72 

隔壁 14 451 2026 0.23 

底版 6 1025 2903 0.36 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

頂版 1 496 1443 0.35 

側壁 10 408 789 0.52 

床版 2 989 1489 0.67 

隔壁 15 780 3073 0.26 

底版 6 925 2895 0.32 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

頂版 1 525 1442 0.37 

側壁 11 1012 1544 0.66 

床版 2 1810 1541 1.18 

隔壁 15 1277 3075 0.42 

底版 6 1849 2969 0.63 

－＋ 

頂版 1 452 1463 0.31 

側壁 10 524 803 0.66 

床版 2 1101 1500 0.74 

隔壁 15 837 3073 0.28 

底版 6 1120 2866 0.40 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋ 

頂版 1 502 1444 0.35 

側壁 11 815 1525 0.54 

床版 2 1351 1512 0.90 

隔壁 15 965 3073 0.32 

底版 6 1152 2907 0.40 

－＋ 

頂版 1 585 1448 0.41 

側壁 10 385 787 0.49 

床版 2 1123 1503 0.75 

隔壁 14 481 2027 0.24 

底版 6 957 2888 0.34 
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表 5－15(3) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 
Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋ 

頂版 1 575 1447 0.40 

側壁 11 677 1520 0.45 

床版 2 1116 1492 0.75 

隔壁 15 808 3068 0.27 

底版 6 1155 2911 0.40 

－＋ 

頂版 1 476 1445 0.33 

側壁 11 717 1562 0.46 

床版 2 768 1483 0.52 

隔壁 15 576 3069 0.19 

底版 6 844 2873 0.30 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 

頂版 1 539 1443 0.38  

側壁 11 964 1531 0.63  

床版 2 1753 1539 1.14  

隔壁 15 1285 3075 0.42  

底版 6 1798 2972 0.61  

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 

頂版 1 554 1444 0.39  

側壁 11 925 1518 0.61  

床版 2 1711 1538 1.12  

隔壁 15 1306 3072 0.43  

底版 6 1755 2972 0.60  

注記＊1：評価位置は図 5－19 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖ
ｄ
＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γ

ａ
(＝1.05) 

 

図 5－19 評価位置図（Ｂ－Ｂ断面）  
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b. 材料非線形解析による評価結果 

(a) 概要 

前項「a. せん断耐力式による評価結果」では，床版において，照査用せ

ん断力がせん断耐力式によるせん断耐力を上回る結果となった。せん断耐力

式は，既往の実験等から一般化されたものであることから，ここでは，構造

部材の形状，作用荷重及び鉄筋コンクリートの非線形特性を踏まえた材料非

線形解析を実施することにより，より高い精度でせん断耐力を求め，構造部

材のせん断破壊に対する健全性を確認する。 

図 5－20 に材料非線形解析によりせん断破壊に対する評価を実施する対象

部材を示す。また，評価対象部材の要素分割図を図 5－21 に，要素プロパテ

ィ番号図を図 5－22 に，変位抽出位置を図 5－23 に，要素プロパティ条件を

表 5－9 に示す。 

なお，「(b) 荷重条件」及び「(c) 評価結果」については，材料非線形

解析によりせん断破壊に対する評価を実施する対象部材のうち，せん断耐力

式における照査値が最大となった地震動及び解析ケース（解析ケース①，地

震動Ｓｓ－Ｎ１（＋＋））を掲載する。その他のケースの照査結果について

は，「(d) まとめ」に記載する。 

 

：評価対象部材  

：モデル化範囲 

 

図 5－20 材料非線形解析における評価対象部材 
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図 5－21 要素分割図（床版） 

 

 

 

図 5－22 要素プロパティ番号図（床版）  

2 

1 

1 
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：変位抽出点  

図 5－23 変位抽出位置 

 

表 5－16 要素プロパティ条件（床版） 

番号 

要素 

材料 
引張硬化軟化係数 

Cx Cy 

１ 鉄筋コンクリート 0.40 0.40 

2 無筋コンクリート 0.40 3.74 
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材料非線形解析によるせん断耐力の算定において考慮する荷重は，地震応答解

析から得られる断面力（曲げモーメント，軸力，せん断力）を材料非線形解析モ

デルに図 5－24 のように作用させる。 

材料非線形解析では，常時応力解析時の断面力分布及び地震応答解析から得ら

れた照査時刻の断面力分布を再現できる荷重分布を算出し，この荷重を 100 分割

したものをΔＭ，ΔＱ，ΔＮとし，これらの比率を維持しながら漸増載荷する。 

なお，材料非線形解析における作用荷重は，ΔＭ，ΔＱ，ΔＮを等価な水平力

及び鉛直力として作用させることから，常時荷重（ΔＱｓ，ΔＮｓ）及び地震時荷

重（ΔＱｄ，ΔＮｄ）とし，ΔＭについても上記の作用荷重により表現している。

これにより，各部材の固定端側から離れた位置でのΔＱ，ΔＮが大きくなる傾向

がある。 

作用手順を図 5－25 に示す。 

 

 

図 5－24 材料非線形解析における載荷状況（床版） 

  

Ｑ：下向きを正 

Ｎ：右向きを正 

ｎ：左から昇順 

170



168 

 

図 5－25 荷重の作用手順 

 

(b) 荷重条件 

部材非線形解析における断面力と材料非線形解析における作用荷重の比較

を図 5－26 に示す。また，材料非線形解析における作用荷重として，ΔＭ，

ΔＱ，ΔＮと等価な水平力及び鉛直力である常時荷重（ΔＱｓ，ΔＮｓ）及び

地震時荷重（ΔＱｄ，ΔＮｄ）を表 5－17 に示す。 
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図 5－26 部材非線形解析における断面力と材料非線形解析における作用荷重の比較 

（床版）  

0
.0

0
.5

1
.0

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

-
16

8
0

-
16

7
0

-
16

6
0

-
16

5
0

-
16

4
0

部材I端からの長さ(m)

地
震
時
軸
力

(k
N

)

0
.0

0
.5

1
.0

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

1
64

0
1
66

0
1
68

0
1
70

0
1
72

0
1
74

0
1
76

0
1
78

0

部材I端からの長さ(m)

地
震
時
せ
ん
断
力

(k
N

)

0
.0

0
.5

1
.0

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

-
20

0
0

-
10

0
0

0
1
00

0
2
00

0
3
00

0
4
00

0
部材I端からの長さ(m)

地
震
時
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

(k
N

m
)

0
.0

0
.5

1
.0

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

-
40

0
-
30

0
-
20

0
-
10

0
0

部材I端からの長さ(m)

常
時
軸
力

(k
N

)

0
.0

0
.5

1
.0

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

0
1
00

2
00

3
00

4
00

部材I端からの長さ(m)

常
時
せ
ん
断
力

(k
N

)

0
.0

0
.5

1
.0

1
.5

2
.0

2
.5

3
.0

-
40

0
-
20

0
0

2
00

4
00

6
00

部材I端からの長さ(m)

常
時
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

(k
N

m
)

ビ
ー
ム
・
フ
ァ
イ
バ
ー
要
素
の
断
面
力

タ
ー
ゲ
ッ
ト
断
面
力

W
C

O
N

D
荷
重
か
ら
の
逆
算
値

172



170 

表 5－17 材料非線形解析における作用荷重 

 

  

床版

Ｓｓ－Ｎ１＋＋

解析ケース①

ΔQ1 23.7

ΔQ2 -276.7

ΔN1 0.0

ΔN2 -289.2

ΔQ1 7.8

ΔQ2 -1446.7

ΔN1 10.5

ΔN2 -1366.8

せん断力
(kN)

軸力(kN)

常
時
荷
重

地
震
時
増
分
荷
重

部材

地震動

解析ケース

せん断力
(kN)

軸力(kN)
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(c) 評価結果 

評価対象部材（床版）における荷重－変位曲線を図 5－27 に示す。 

図中の赤丸で示した 100 ステップは，地震応答解析（部材非線形解析）に

おいて得られた断面力図を再現した状態である。500 ステップ以降，変位の急

増が認められる。なお，412 ステップにおいて，せん断補強筋の降伏が発生し

ている。せん断補強筋の初期降伏箇所を図 5－28 に示す。 

図 5－29 に，各ステップにおけるひび割れ図を示す。 

ひび割れ図に着目すると，500 ステップまでは，荷重の増加に伴って徐々に

ひび割れが進展していくが，500 ステップ以降は，斜めひび割れが進展する様

相を示している。したがって，500 ステップ以降の変位の発生は，斜めひび割

れの進展に伴うものであると判断される。 

以上のとおり，評価対象部材（床版）に対する材料非線形解析では，斜め

ひび割れの進展によりせん断破壊に至ることを考慮し，500 ステップ（図中の

青丸）をせん断耐力発生時の状態として設定する。 

材料非線形解析による設計せん断耐力は，500 ステップにおけるせん断耐力

7195kN を表 4－11 に示す部材係数（γb1 及びγb2）で除した 6424kN とする。 

また，図 5－30 に，各ステップにおける変形図を示す。 
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図 5－27 荷重－変位曲線 

（床版，解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 

 

 

図 5－28 せん断補強筋の初期降伏箇所 

（床版，解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）491STEP） 
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100STEP                 500STEP 

断面力再現時              せん断耐力 

 

  

412STEP                506STEP 

せん断補強筋初期降伏時力 

図 5－29 各ステップにおけるひび割れ図 

（床版，解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 
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100STEP                 500STEP 

断面力再現時               せん断耐力 

 

 

  

412STEP                506STEP 

せん断補強筋初期降伏時 

図 5－30 各ステップにおける変形図 

（床版，解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 
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(d) まとめ 

せん断耐力式及び材料非線形解析によるせん断破壊に対する評価結果を，

表 5－18 に示す。 

同表より，全部材で照査用せん断力がせん断耐力を下回ることを確認し

た。 

表 5－18(1) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 

頂版 1 566 1444 0.40 

側壁 10 436 762 0.58 

床版 2 1476 1531 0.97 

隔壁 15 1108 3069 0.37 

底版 6 1184 2895 0.41 

－＋ 

頂版 1 535 1457 0.37 

側壁 10 452 787 0.58 

床版 2 1284 1500 0.86 

隔壁 15 958 3076 0.32 

底版 6 1145 2902 0.40 

＋－ 

頂版 1 583 1446 0.41 

側壁 10 469 785 0.60 

床版 2 1632 6356 
0.26＊3 

（1.06） 

隔壁 15 1185 3079 0.39 

底版 6 1393 2928 0.48 

－－ 

頂版 1 574 1446 0.4 

側壁 10 511 840 0.61 

床版 2 1300 1503 0.87 

隔壁 15 974 3075 0.32 

底版 6 1142 2908 0.40 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 

頂版 1 513 1442 0.36 

側壁 11 729 1548 0.48 

床版 2 1085 1506 0.72 

隔壁 14 451 2026 0.23 

底版 6 1025 2903 0.36 
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表 5－18(2) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 

頂版 1 496 1443 0.35 

側壁 10 408 789 0.52 

床版 2 989 1489 0.67 

隔壁 15 780 3073 0.26 

底版 6 925 2895 0.32 

Ｓｓ－Ｎ１ 

＋＋ 

頂版 1 525 1442 0.37 

側壁 11 1012 1544 0.66 

床版 2 1810 6424 
0.29＊3 

（1.18） 

隔壁 15 1277 3075 0.42 

底版 6 1849 2969 0.63 

－＋ 

頂版 1 452 1463 0.31 

側壁 10 524 803 0.66 

床版 2 1101 1500 0.74 

隔壁 15 837 3073 0.28 

底版 6 1120 2866 0.40 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋ 

頂版 1 502 1444 0.35 

側壁 11 815 1525 0.54 

床版 2 1351 1512 0.90 

隔壁 15 965 3073 0.32 

底版 6 1152 2907 0.40 

－＋ 

頂版 1 585 1448 0.41 

側壁 10 385 787 0.49 

床版 2 1123 1503 0.75 

隔壁 14 481 2027 0.24 

底版 6 957 2888 0.34 
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表 5－18(3) せん断破壊に対する評価結果 

解析 

ケース 
地震動 評価位置＊1 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊2(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 
Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋ 

頂版 1 575 1447 0.40 

側壁 11 677 1520 0.45 

床版 2 1116 1492 0.75 

隔壁 15 808 3068 0.27 

底版 6 1155 2911 0.40 

－＋ 

頂版 1 476 1445 0.33 

側壁 11 717 1562 0.46 

床版 2 768 1483 0.52 

隔壁 15 -576 3069 0.19 

底版 6 844 2873 0.30 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 

頂版 1 539 1443 0.38  

側壁 11 964 1531 0.63  

床版 2 1753 6435 
0.28＊3 

(1.14) 

隔壁 15 1285 3075 0.42  

底版 6 1798 2972 0.61  

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 

頂版 1 554 1444 0.39  

側壁 11 925 1518 0.61  

床版 2 1711 6396 
0.27＊3 

(1.12) 

隔壁 15 1306 3072 0.43  

底版 6 1755 2972 0.60  

注記＊1：評価位置は図 5－18 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖ
ｄ
＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γ

ａ
(＝1.05) 

＊3：材料非線形解析によるせん断耐力を用いた照査値を示す。なお，括弧内に記載の 

数値は，せん断耐力式による照査値を示す。 
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(3) Ｃ－Ｃ断面 

a. 鉛直部材 

構造強度を有することの確認におけるせん断破壊に対する評価結果を表 5－19

に示す。また，４辺固定版における断面力図を図 5－31 及び図 5－32 に示す。

同表より，発生応力度は短期許容応力度を下回ることを確認した。 

 

表 5－19 せん断破壊に対する評価結果（側壁） 

解析 

ケース 
地震動 方向 

発生 

せん断力Ｖ 

（kN/m） 

短期許容 

せん断力Ｖａ 

（kN/m） 

照査値 

Ｖ／Ｖａ 

全解析ケース包絡荷重 

Ｘ方向 

（配力筋方向） 
1236 1323 0.94 

Ｙ方向 

（主筋方向） 
1227 1323 0.93 
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数値：評価位置における断面力 

せん断力Ｑｘ（kN） 

図 5－31 ４辺固定版における断面力図（側壁，Ｘ方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

せん断力Ｑｙ（kN） 

図 5－32 ４辺固定版における断面力図（側壁，Ｙ方向）  

1235.60kN･m 

EL 13.85m 

EL 1.70m 

1227.00kN･m 

EL 13.85m 

EL 1.70m 
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b. 水平部材 

構造強度を有することの確認におけるせん断破壊に対する評価結果を表 5－20

に示す。また，４辺固定版における断面力図を図 5－33 及び図 5－34 に示す。

同表より，発生応力度は短期許容応力度を下回ることを確認した。 

 

表 5－20 せん断破壊に対する評価結果（頂版） 

解析 

ケース 
地震動 方向 

発生 

せん断力Ｖ 

（kN/m） 

短期許容 

せん断力Ｖａ 

（kN/m） 

照査値 

Ｖ／Ｖａ 

⑦ Ｓｓ－Ｄ －－ 

Ｘ方向 

（主筋方向） 
35 629 0.06 

Ｙ方向 

（配力筋方向） 
60 629 0.10 
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数値：評価位置における断面力 

せん断力Ｑｘ（kN） 

図 5－33 ４辺固定版における断面力図（頂版，Ｘ方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値：評価位置における断面力 

せん断力Ｑｙ（kN） 

図 5－34 ４辺固定版における断面力図（頂版，Ｙ方向） 

  

35.13kN 

60.22kN 

184



182 

5.3 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

5.3.1 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 5－21～表 5－23 に示す。また，最大

接地圧分布図を図 5－35～図 5－37 に示す。 

同表より，基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支持力度を下回ることを確

認した。 

 

表 5－21 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒ
ｄ
(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒ
ｕ
(N/mm2) 

照査値 

Ｒ
ｄ
/Ｒ

ｕ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.94 9.8 0.10 

－＋ 0.89 9.8 0.10 

＋－ 1.07 9.8 0.11 

－－ 0.91 9.8 0.10 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.77 9.8 0.08 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.74 9.8 0.08 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.03 9.8 0.11 

－＋ 1.00 9.8 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.87 9.8 0.09 

－＋ 0.88 9.8 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.82 9.8 0.09 

－＋ 0.75 9.8 0.08 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.02 9.8 0.11 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.82 9.8 0.09 
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表 5－22 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒ
ｄ
(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒ
ｕ
(N/mm2) 

照査値 

Ｒ
ｄ
/Ｒ

ｕ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.85 9.8 0.09 

－＋ 0.87 9.8 0.09 

＋－ 0.97 9.8 0.10 

－－ 0.78 9.8 0.08 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.69 9.8 0.08 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.67 9.8 0.07 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.89 9.8 0.10 

－＋ 0.91 9.8 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.72 9.8 0.08 

－＋ 0.80 9.8 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.71 9.8 0.08 

－＋ 0.60 9.8 0.07 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.87 9.8 0.09 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 0.86 9.8 0.09 
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表 5－23 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ｃ－Ｃ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒ
ｄ
(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒ
ｕ
(N/mm2) 

照査値 

Ｒ
ｄ
/Ｒ

ｕ
 

④ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 6.27 9.8 0.64 

－＋ 1.45 9.8 0.15 

＋－ 2.34 9.8 0.24 

－－ 1.89 9.8 0.20 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.14 9.8 0.12 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.31 9.8 0.14 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.88 9.8 0.09 

－＋ 0.88 9.8 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 1.13 9.8 0.12 

－＋ 1.04 9.8 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.95 9.8 0.10 

－＋ 0.91 9.8 0.10 

⑤ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.63 9.8 0.17 

⑥ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.66 9.8 0.17 

⑦ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.46 9.8 0.15 

⑧ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.44 9.8 0.15 
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図 5－35 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 

 

 

図 5－36 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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図 5－37 基礎地盤の最大接地圧分布図 

（Ｃ－Ｃ断面，解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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5.3.2 ＭＭＲ 

(1) 支持性能評価 

ＭＭＲの支持性能に対する評価結果を表 5－24 及び表 5－25 に示す。また，最

大接地圧分布図を図 5－38 及び図 5－39 に示す。 

同表より，ＭＭＲに発生する接地圧が支圧強度を下回ることを確認した。 

  

190



188 

表 5－24 ＭＭＲの支持性能に対する評価結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ（N/mm2） 

支圧強度 

ｆ ’ａ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’ａ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 2.15 18.0 0.12 

－＋ 1.93 18.0 0.11 

＋－ 2.13 18.0 0.12 

－－ 2.20 18.0 0.13 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.66 18.0 0.10 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.95 18.0 0.11 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 2.07 18.0 0.12 

－＋ 1.95 18.0 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 2.00 18.0 0.12 

－＋ 1.94 18.0 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.87 18.0 0.11 

－＋ 1.80 18.0 0.10 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 2.13 18.0 0.12 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 2.01 18.0 0.12 

 

表 5－25 ＭＭＲの支持性能に対する評価結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ（N/mm2） 

支圧強度 

ｆ ’ａ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’ａ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 1.40 18.0 0.08 

－＋ 1.27 18.0 0.08 

＋－ 1.57 18.0 0.09 

－－ 1.30 18.0 0.08 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.08 18.0 0.06 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.11 18.0 0.07 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.60 18.0 0.09 

－＋ 1.41 18.0 0.08 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.25 18.0 0.07 

－＋ 1.20 18.0 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.11 18.0 0.07 

－＋ 0.95 18.0 0.06 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.51 18.0 0.09 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.44 18.0 0.08 
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図 5－38 ＭＭＲの最大接地圧分布図（Ａ－Ａ断面） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

 

 

図 5－39 ＭＭＲの最大接地圧分布図（Ｂ－Ｂ断面） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）） 
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(2) 健全性評価 

ＭＭＲのせん断破壊に対する局所安全係数を表 5－26～表 5－28 に，引張破壊に

対する局所安全係数を表 5－29～表 5－31 に示す。 

局所安全係数は，全時刻において最小となる局所安全係数を記載する。 

また，引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を下回るケースのうち最小となる

ケースについて，最大せん断応力発生時刻又は最大引張応力発生時刻の局所安全

係数分布を図 5－40 及び図 5－41 に示す。 

 

ｆ
ｓ
＝Ｒ／Ｓ 

ここに，ｆ
ｓ
：局所安全係数 

Ｒ：せん断強度又は引張強度 

Ｓ：発生せん断応力又は発生引張応力 

 

引張破壊している要素の分布が極めて局所的でＭＭＲの安定性に影響を及ぼす

ことはない。 

以上から，ＭＭＲの健全性を確認した。 
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表 5－26 ＭＭＲのせん断破壊に対する局所安全係数（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 1.98 3.60 1.82 

－＋ 1.83 3.60 1.98 

＋－ 2.00 3.60 1.81 

－－ 1.95 3.60 1.85 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.27 3.60 2.84 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.60 3.60 2.26 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 2.06 3.60 1.76 

－＋ 1.59 3.60 2.28 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.81 3.60 1.99 

－＋ 1.55 3.60 2.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.52 3.60 2.38 

－＋ 1.44 3.60 2.52 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 2.12 3.60 1.71 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.97 3.60 1.83 

 

表 5－27 ＭＭＲのせん断破壊に対する局所安全係数（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 1.26 3.60 2.88 

－＋ 1.11 3.60 3.26 

＋－ 1.26 3.60 2.87 

－－ 1.14 3.60 3.19 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.74 3.60 4.89 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.79 3.60 4.59 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.16 3.60 3.12 

－＋ 0.98 3.60 3.70 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.04 3.60 3.50 

－＋ 1.07 3.60 3.38 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.74 3.60 4.90 

－＋ 0.63 3.60 5.76 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.17 3.60 3.10 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.18 3.60 3.07 
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表 5－28 ＭＭＲのせん断破壊に対する局所安全係数（Ｃ－Ｃ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

④ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 2.35 3.60 1.54 

－＋ 1.07 3.60 3.40 

＋－ 1.34 3.60 2.69 

－－ 1.14 3.60 3.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.88 3.60 4.11 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.77 3.60 4.69 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.88 3.60 4.11 

－＋ 1.04 3.60 3.48 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.81 3.60 4.50 

－＋ 0.77 3.60 4.68 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 0.83 3.60 4.34 

－＋ 0.78 3.60 4.65 

⑤ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.18 3.60 3.08 

⑥ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.09 3.60 3.31 

⑦ Ｓｓ－Ｄ －－ 0.94 3.60 3.84 

⑧ Ｓｓ－Ｄ －－ 0.85 3.60 4.29 
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表 5－29 ＭＭＲの引張破壊に対する局所安全係数（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 1.72 1.57 0.92 

－＋ 1.65 1.57 0.96 

＋－ 1.77 1.57 0.90 

－－ 1.63 1.57 0.97 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.96 1.57 1.65 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.21 1.57 1.31 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.97 1.57 0.81 

－＋ 1.31 1.57 1.21 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.57 1.57 1.01 

－＋ 1.04 1.57 1.53 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.27 1.57 1.24 

－＋ 1.04 1.57 1.52 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 2.03 1.57 0.78 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.87 1.57 0.85 

 

表 5－30 ＭＭＲの引張破壊に対する局所安全係数（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.99 1.57 1.60 

－＋ 1.23 1.57 1.29 

＋－ 1.12 1.57 1.41 

－－ 1.12 1.57 1.41 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.48 1.57 3.31 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.53 1.57 3.00 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.16 1.57 1.37 

－＋ 0.54 1.57 2.94 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.72 1.57 2.20 

－＋ 0.51 1.57 3.14 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.58 1.57 2.75 

－＋ 0.52 1.57 3.05 

② Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.19 1.57 1.33 

③ Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 1.22 1.57 1.30 
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表 5－31 ＭＭＲの引張破壊に対する局所安全係数（Ｃ－Ｃ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

④ 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 1.49 1.57 1.06 

－＋ 1.28 1.57 1.24 

＋－ 1.32 1.57 1.20 

－－ 1.34 1.57 1.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.20 1.57 1.32 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.17 1.57 1.36 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.47 1.57 1.08 

－＋ 1.63 1.57 0.97 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 0.89 1.57 1.79 

－＋ 1.24 1.57 1.28 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 1.11 1.57 1.43 

－＋ 1.31 1.57 1.21 

⑤ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.33 1.57 1.19 

⑥ Ｓｓ－Ｄ －－ 1.33 1.57 1.19 

⑦ Ｓｓ－Ｄ －－ 0.94 1.57 1.68 

⑧ Ｓｓ－Ｄ －－ 0.96 1.57 1.65 
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195 

 

 

 

 

(a) 拡大図（1） 

 

 

(b) 拡大図（2） 

図 5－40 ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数（Ａ－Ａ断面） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｎ１＋＋） 

  

1.500 -

1.000 - 1.500

引張破壊
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196 

 

 

 

 

(a) 拡大図（1） 

 

 

 

(b) 拡大図（2） 

図 5－41 ＭＭＲの引張応力最大時刻の局所安全係数（Ｃ－Ｃ断面） 

（解析ケース④，Ｓｓ－Ｎ１（－＋）） 

 

  

1.500 -

1.000 - 1.500

引張破壊
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197 

6. まとめ 

第１ベントフィルタ格納槽については，基準地震動Ｓｓによる耐震評価として，曲

げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び基礎地盤の支持性能に対する評価を実施した。 

構造部材の健全性評価については，ひずみ，層間変形角及びせん断力が要求性能に応

じた許容限界を下回ることを確認した。 

基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する応力（接地圧）が極限支持

力度に基づく許容限界を下回ることを確認した。 

また，遮蔽機能が要求される第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び配管遮蔽について

は，部材が終局範囲に留まることを確認した。 

以上から，第１ベントフィルタ格納槽は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，構

造強度を有すること，支持機能を有すること及び遮蔽機能を有することを確認した。 
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（参考）1－1 

参考資料１ 機器・配管系の耐震評価に適用する影響検討ケース 

 

1. 材料物性のばらつきを考慮した解析ケース 

1.1 はじめに 

第１ベントフィルタ格納槽について，機器・配管系の耐震評価に適用する床応答へ

の保守的な配慮として，コンクリートの物性値を実強度に変更した解析を実施した。 

コンクリートの実強度の設定方法は「補足-026-01 屋外重要土木構造物の耐震安全

性評価について」に示す。 

 

1.2 解析方針 

耐震評価は，本文における評価条件に基づき実施する。変更した材料の物性値を表 1

－1 に示す。影響検討ケースは位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答

を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 

影響検討に用いる地震動は，本文で使用した基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）を使用す

る。 

 

表 1－1 材料の物性値 

材料 仕様 
ヤング係数 

(N/mm2) 

構造物 コンクリート 実強度 36.1N/mm2 2.98×104 

 

1.3 解析結果 

ケース⑨及び⑪に係る地震応答解析結果として，基準地震動Ｓｓに対する最大加速

度分布図を図 1－1～図 1－3 に示す。 

  

201



（参考）1－2 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 1－1 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（解析ケース⑨） 

  

202



（参考）1－3 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 1－2 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（解析ケース⑨） 

  

203



（参考）1－4 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 1－3 最大応答加速度分布図（Ｃ－Ｃ断面） 
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（参考）1－5 

2. 地下水位低下の影響を考慮した解析ケース 

2.1 はじめに 

第１ベントフィルタ格納槽について，機器・配管系の耐震評価に適用する床応答へ

の保守的な配慮として，地下水位が構造物基礎下端より十分低い状態を仮定した，解

析を実施した。 

 

2.2 解析方針 

耐震評価は本文における評価条件に基づき実施する。変更した地下水位の条件を表 2

－1 に示す。 

影響検討ケースは位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさ

せる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 

影響検討に用いる地震動は，本文で使用した基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）を使用す

る。 

 

表 2－1 材料の物性値 

施設名称 解析断面 
設計地下水位 

（EL m） 

第１ベントフィルタ

格納槽 

Ａ－Ａ断面 
解析モデル中に地下水位を

考慮しない 
Ｂ－Ｂ断面 

Ｃ－Ｃ断面 

 

2.3 解析結果 

ケース⑩及び⑫に係る地震応答解析結果として，基準地震動Ｓｓに対する最大加速

度分布図を図 2－1～図 2－3 に示す。 
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（参考）1－6 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 2－1 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（解析ケース⑩） 
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（参考）1－7 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 2－2 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（解析ケース⑩） 
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（参考）1－8 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 2－3 最大応答加速度分布図（Ｃ－Ｃ断面）（解析ケース⑫） 
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（参考）1－9 

3. 妻壁の剛性を考慮した解析ケース 

3.1 はじめに 

第１ベントフィルタ格納槽のＡ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面では，耐震評価上の保守的

な条件として妻壁を考慮しない評価を実施しており，機器・配管系に適用する床応答

についても同様の解析モデルを用いて算定している。本章では，機器・配管系の耐震

評価に適用する床応答への保守的な配慮として，妻壁を考慮したモデルにおける解析

を実施した。 

 

3.2 解析方針 

耐震評価は本文における評価条件に基づき実施する。ただし，本検討においては妻

壁の剛性及び重量を等価剛性及び等価重量として考慮することとする。 

影響検討ケースは位相特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさ

せる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。 

影響検討に用いる地震動は，本文で使用した基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）を使用す

る。 

 

3.3 解析結果 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）に対する最大応答加速度分布図を図 3－1 及び図 3－2

に示す。 
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（参考）1－10 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 3－1 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面） 
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（参考）1－11 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ （＋＋） 鉛直 

図 3－2 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面） 
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（参考）1－12 

4. 解析結果に対する考察 

妻壁の剛性を考慮した解析ケースにおいて，一部の地震動において他の地震動と比較し

て数倍程度大きな応答加速度が算定されているため，その原因について考察する。 

 

4.1 Ｂ－Ｂ断面 

4.1.1 地震応答解析結果 

Ｂ－Ｂ断面では，表 4－1 に示す地震動において他の地震動と比較して数倍程度

大きな応答加速度が算定された。 

 

表 4－1 Ｃ－Ｃ断面において考察する解析ケース 

地震動 地震動の方向 参照先 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 4－1 

 

 

図 4－1 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面） 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

  

考察対象の節点→ 
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（参考）1－13 

4.1.2 解析結果に対する考察 

地震応答解析結果より，特定の地震動において数倍程度大きな応答加速度が算

定されていることが分かる。ここでは，その原因について考察する。 

図 4－2 に示すＳｓ－Ｄ（＋＋）の加速度時刻歴波形より，極めて局所的にパル

ス的な応答加速度が生じていることが分かる。 

地表面付近では構造物－地盤間に配置したジョイント要素に生じる引張応力に

起因する剥離・再接触が高頻度で繰り返されることが想定され，再接触時に急激

に剛性が復元することによりパルス的な応答加速度を生じたものと考えられる。 

 

 

図 4－2 基本ケースにおける加速度時刻歴波形（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

 

 

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

0 10 20 30 40 50 60

加
速
度

(m
/s

2
)

時刻 (s)

MAX  -33m/s² (23.8s)

パルス的な応答加速度 

 

213



（参考）2－1 

参考資料２ 機械式継手を考慮したかぶり厚さの設定について 

 

1. はじめに 

第１ベントフィルタ格納槽等の屋外重要土木構造物において，主筋に D51 のような太径

の鉄筋を使用している箇所がある。例えば，「建築工事標準仕様書・同解説 JASS 5N 原子

力発電所における鉄筋コンクリート工事（日本建築学会，2013）（以下「JASS 5N」とい

う。）」では，重ね接手を用いることのできる上限として D38 を規定しており，島根原子

力発電所の土木構造物に D51 のような太径の鉄筋を用いる場合，機械式継手を使用するこ

とを基本としている。機械式継手を使用する場合，鉄筋の径に対して機械式継手を含めた

外径が大きくなることから，決定かぶり厚さ＊を適切に設定する必要があるため，本資料

においては機械式継手を考慮した決定かぶり厚さの設定方法の一例を示す。 

第１ベントフィルタ格納槽の平面図を図 1－1 に，概略配筋図を図 1－2～図 1－4 に示

す。 

 

注記＊：JASS5N に記載の「設計かぶり厚さ」との混同を避けるため，設計に用いるかぶ

り厚さを「決定かぶり厚さ」と表現する。 

 

 

 

図 1－1 第１ベントフィルタ格納槽 平面図（EL 3.00m） 

  

（単位:mm） 
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（参考）2－2 

 

図 1－2 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

  

（単位:mm） 
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（参考）2－3 

 

図 1－3 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 
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（参考）2－4 

 

図 1－4 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 

  

（単位:mm） 
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（参考）2－5 

2. 決定かぶり厚さの設定方法の一例 

第１ベントフィルタ格納槽において，D51 のような太径の鉄筋に機械式継手を用いた

際の決定かぶり厚さを表 2－1 に，図 2－1 に必要鉄筋かぶりの概念図を示す。同表に示

すとおり，機械式継手の使用箇所には機械式継手を考慮した決定かぶり厚さを設定し，

施工においてもこれを遵守する。 

 

表 2－1 機械式継手を用いた際の決定かぶり厚さ 

部位 

設計かぶり 

厚さ＊ 

JASS 5N 

必要鉄筋かぶり 

主要部材（部材厚 1.4m 以上） 

主筋・配力筋：D51 

せん断補強筋：D25 

土に 

接しない 

中床版 50mm 51×1.5+25+50＝151.5mm 

隔壁 60mm 51×1.5+25+60＝161.5mm 

土に 

接する 

頂版 60mm 51×1.5+25+60＝161.5mm 

側壁 60mm 51×1.5+25+60＝161.5mm 

底版 80mm 51×1.5+25+80＝181.5mm 

①最大値 181.5mm 

②機械継手の必要かぶり 20.5×3＝61.5mm 

採用値（①＋②）＝決定かぶり厚さ 250mm（≒243.0mm） 

注記＊：設計かぶり厚さは，最小かぶり厚さに施工誤差 10mm を考慮 

 

 

図 2－1 必要鉄筋かぶりの概念図 
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（参考）3－1 

参考資料３ 改良地盤の影響について 

 

1. 概要 

第１ベントフィルタ格納槽の南側には，掘削箇所を介して斜面が位置しており，斜面の

安定性を確保するために法尻付近に改良地盤を施工予定である。一方で，第１ベントフィ

ルタ格納槽の解析モデルにおいては，掘削箇所を介して南側の影響は軽微と考え，改良地

盤を反映していない。 

本資料では，改良地盤が第１ベントフィルタ格納槽に及ぼす影響が軽微であることを，

構造物に生じる応答加速度及び断面力を比較することにより確認する。比較には位相特性

の偏りがなく，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）

を使用し，Ｂ－Ｂ断面に対して実施することとする。 

第１ベントフィルタ格納槽の平面図を図 1－1 に，構造図を図 1－2～図 1－4 に，解析

モデル図＊を図 1－5 及び図 1－6 に示す。また，埋戻土及び改良地盤の物性値を表 1－1 に

示す。 

 

注記＊：改良地盤無し（補足説明資料本文掲載ケース）を Case①，改良地盤有りを Case

②とする。 

 

 

図 1－1 第１ベントフィルタ格納槽 平面図（EL 3.00m） 

  

（単位:mm） 
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（参考）3－2 

 

図 1－2 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 1－3 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） （単位:mm） 

（単位:mm） 
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（参考）3－3 

 

図 1－4 第１ベントフィルタ格納槽概略配筋図（Ｃ－Ｃ断面） 

  

（単位:mm） 
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（参考）3－4 

 

 

（全体図） 

 

（拡大図） 

図 1－5 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面，Case①）  
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（参考）3－5 

 

（全体図） 

 

（拡大図） 

図 1－6 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面，Case②） 
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（参考）3－6 

表 1－1（1） 地盤の全応力解析における解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

物理特性 密度 ρ (g/cm3) 2.11 

強度特性 

初期せん断強度 τ０ (N/mm2) 0.22 

内部摩擦角 φ (°) 22 

動的変形特性 

初期せん断弾性係数 Ｇ０ (N/mm2) 
G0=749σ0.66 

G/G0=1/(1+γ/0.00027) 

動ポアソン比 νｄ  0.45＊ 

減衰特性 減衰定数 ｈ  h=0.0958×(1-G/G0)0.85 

注記＊：常時応力解析においては，土木学会マニュアル 2005 に基づき，静止土圧（Ｋ０＝

ν／(1－ν)＝0.5）を作用させるため，ν＝0.333 とする。 

 

表 1－1（2） 地盤の全応力解析における解析用物性値（改良地盤） 

 解析用物性値 

物理特性 密度 ρ (g/cm3) 2.11 

強度特性 

初期せん断強度 τ０ (N/mm2) 1.25 

内部摩擦角 φ (°) 0.00 

動的変形特性 

初期せん断弾性係数 Ｇ0 (N/mm2) 
G0=1135 

G/G0=1/(1+γ/0.0011) 

動ポアソン比 νｄ  0.33 

減衰特性 減衰定数 ｈ  h=0.0958×(1-G/G0)1.007 
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（参考）3－7 

2. 比較検討 

Case①及び②の比較結果を表 2－1 に示す。 

以上より，掘削箇所を介して南側に位置する改良地盤の影響は軽微であることを確認し

た。 

 

表 2－1(1) 比較結果(最大加速度分布図) 

 Case① Case② 

鉛
直(

c
m
/
s
2)
 

  

水
平(

c
m
/
s
2)
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（参考）3－8 

表 2－1(2) 比較結果(断面力図) 

 Case① Case② 

せ
ん
断
力(

k
N
)
 

  

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト(

k
N
･
m
)
  

 

軸
力(

k
N
)
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